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日本の子どもの幸福度

日本は子どもの幸福度（結果）の総合順位で 20位でし
た（38カ国中）。しかし分野ごとの内訳をみると、両極端
な結果が混在する「パラドックス」ともいえる結果です。
身体的健康は 1位でありながら、精神的幸福度は 37位と
いう最下位に近い結果となりました。また、スキルは 27
位でしたが、その内訳をみると、2つの指標の順位は両極
端です。

子どもの幸福度の結果：日本の分野別順位� 　�
＜総合順位は20位＞�( 本文 p.11)

分野 指標

精神的幸福度
（37位）

生活満足度が高い15歳の割合

15～19歳の自殺率

身体的健康
（1位）

5～14歳の死亡率

5～19歳の過体重 /肥満の割合

スキル
（27位）

数学・読解力で基礎的習熟度に達してい
る15歳の割合

社会的スキルを身につけている15歳の
割合

	
【精神的幸福度】日本は、生活に満足していると答えた子ど
もの割合が最も低い国の一つでした。生活全般への満足度
を 0から 10 までの数字で表す設問で、6以上と答えた子
どもは、日本では 62%のみでした（本文 p.12	図 4）。6
以上ですから、それほど高いレベルではないはずなのです
が、62%だったのです。自殺率も平均より高く（本文p.13	
図5）、その結果、精神的幸福度の低いランキングとなりました。

【身体的健康】日本の子どもの死亡率はとても低く（本文
p.14	図 6）、これは、効率的な医療・保健制度を有してい
ること、また、5～ 14 歳の子どもの主要な死因が事故で
あることを考えると、日本が安全面でもすぐれていて事故
から子どもを守れていることも示しているでしょう。過体
重・肥満については、多くの国でその割合が急増していま
すが、日本は 2位に大きく差をつける 1位で（本文 p.15	
図 7）、これは食習慣やライフスタイルなどによるもので
しょう。他の国々は、日本から学ばなければなりません。

【スキル】学力の指標である、数学・読解力で基礎的習熟度
に達している子どもの割合では、日本はトップ 5に入りま
す（本文 p.18	図 10）。一方で、社会的スキルをみると、
ここにも両極端な傾向を示す日本のパラドックスが見てと
れます。「すぐに友達ができる」と答えた子どもの割合は、
日本はチリに次いで 2番目に低く、30%以上の子どもが、
そうは思っていないという結果だったのです（本文 p.19	
図 11）。

子どもの世界

子どもの幸福度の多層的モデルの円の中で、これまで解
説した「結果」のすぐ外側にある「子どもの世界」を見て
みます。

【子どもの行動】日本のデータはないものの、レポートカー
ド 16では、より多く外で遊ぶ子どもの方がより幸せであ
るという結果が示されました（本文 p.21	図 12）。外遊び
の機会は子どもの幸福度に関係します。日本の都市部には
あまり遊ぶ場所がありませんが、都市計画の中で何を優先

ユニセフ・イノチェンティ レポートカード 16

子どもたちに影響する世界：
先進国の子どもの幸福度を形作るものは何か

【解説】日本の子どもに関する結果

レポートカード 16 は、子どもの幸福度を、多層的・多面的な新しいモデルを使って分析しました（本文 p.6 図 1）。い
ちばん外側から、全般的な国の状況→子どものための政策→家庭や地域の資源→保護者の職場・学校・地域とのネットワー
ク→子ども自身の人間関係→子ども自身の行動があり、真ん中の、子どもの幸福度の結果に影響すると考えました。

よい子ども時代とは何でしょうか。レポートカード 16 では、それを、精神的幸福度、身体的健康、スキルの 3 つの側面
から考え、それぞれ 2 つずつの指標で分析しました。精神的幸福度については、ポジティブな面の指標として、生活満足度、
ネガティブな指標として自殺率を使いました。身体的健康では、子どもの死亡率、そして、先進国における栄養不良を表す
肥満率に注目しました。スキルについては、子どもたちが高い学力をもつだけでは不十分と考え、学力と社会的スキルを同
じ比重で分析しました。

イノチェンティ研究所　アナ・グロマダ

iイ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6



するか、子どものあたりまえの活動である遊びをどう位置
づけるのか、ということでもあると思います。また、日本
にも、国際比較ができるデータをとっていただきたいと思
います。

新型コロナウイルス感染症の影響で、子どものインター
ネット利用時間が伸びたことに注目が集まりました。報告
書で取り上げた調査によれば、ネット利用時間の精神的健
康への影響は、いじめられることの影響に比べれば 4分の
1でした。すべての子どもとは言いませんが、多くの子ど
もにとって、ネット利用時間そのものの影響はあまり大き
くなく、その影響は、その他の活動との比較において考え
るべきだと研究者たちは考えています（本文p.23）。

【子どもの人間関係】
全体で 15歳の子どもの約 23%が、月に数回以上いじめ

られたと答えました。日本ではその割合が約 17%でした。
いじめは、長期的に子どもたちの人生に影響するという調
査結果もあり、すべての人の課題であるべきだと思います。
頻繁に（月に数回以上）いじめを受けている子どもの方が、
そうでない子どもより生活満足度が低いという結果が、す
べての国について示されました。日本についても、頻繁に
いじめられている子どものうち生活満足度が高い子どもの
割合は約 50%で、これは、調査対象となった国々の中でほ
ぼ最も低い割合でした（本文p.25	図 16）。

また、学校への帰属意識が高い子どもの方が、学力も生
活満足度も高いという結果も示されました。その差は生活
満足度の方により大きく現れ、日本の、学校への帰属意識
がより低い子どもたちの中で、生活満足度が高い子どもは
約 40%で、調査対象の中で、最も低い割合となりました（本
文p.26	図 17）。

子どもを取り巻く世界

「子どもの世界」の外側の「子どもを取り巻く世界」は、
保護者の「ネットワーク」と家庭や地域の「資源」に着目
します。

「ネットワーク」の指標の一つは、仕事と家庭の両立に苦
労している労働者の割合です（本文 p.30）。日本のデータ
はありませんが、日本は、長時間（平均で週 50時間以上）
働いている人の割合が最も高い国の一つです。長時間働い
ている人が多い国は、ワークライフバランスに苦慮してい
る保護者が多い国でもあることがわかっていますので、こ
の点は重要です。私たちがこのレポートでとった多層的ア
プローチでは、子どもの保護者のネットワークは、保護者
の生活の質に影響し、それが子どもの生活の質に影響する
と考えます。

「資源」の指標の一つは、家に学校の勉強に役立つ本があ

るかどうかです。あると答えた子どもは、ないと答えた子
どもより学力が高いことが日本を含む各国のデータで示さ
れました（本文 p.32	図 22）。また、地域の資源として、
近隣の遊び場を指標にしています。日本のデータはありま
せんが、地域に十分な遊び場があると答えた子どもの方が、
そうでない子どもに比べて、より幸せと感じていることが
わかりました（本文p.33	図 23）。

より大きな世界

最後に、多層的モデルの一番外側のふたつの円にあたる
「政策」と「状況」について考えます。レポートカード 16は、
子どもの幸福度を支える「政策」と「状況」についても、
順位付けを行っています。日本の総合順位は、17位（41
カ国中）でした。

子どもの幸福度の条件：日本の分野別順位� 　�
＜総合順位は17位＞�（本文p.53）
＜政策＞
分野 指標

社会
（7位）

母親・父親に認められる育児休業の週数

子どもの貧困率�

教育
（23位）

就学前教育・保育参加率

ニート率

健康
（34位）

はしかワクチン（2回目）接種率

低出生体重児（2,500グラム未満）の割合

＜状況＞
分野 指標

経済
（11位）

1人あたり国民総所得 (GNI)

失業率

社会
（29位）

困ったときに頼れる人がいる人の割合

殺人による死亡数（10万人あたり）

環境
（18位）

大気汚染：PM2.5の年間濃度中央値（μ/m3）

安全に管理された水を利用している人の割合

日本は、はしかの予防接種率が 2010 年から 2018 年に
かけて低下した 14カ国の一つです（本文p.42	図 32）。途
上国では保健サービスの普及やアクセスの指標である予防
接種率ですが、先進国では、予防接種についての人々の理
解を示すものととらえられています。豊かな国では、一度
達成されたものはずっと続くと考えられがちですが、そう
ではありません。過去数年ではしかの予防接種率が下がり
集団免疫が失われた国々があることを考えると、はしかの
予防接種率は象徴的なものです。
また、日本の低出生体重児の割合は9.4%で、41カ国中2

番目にその割合が高いという結果でした（本文p.43	図 33）。
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日本の子どもの貧困率は約 18%＊で、ちょうど平均くら
いでしたが（本文p.36	図 25）、日本はGDPが高く失業率
は低く（本文 p.44	図 34）、とても豊かな国です。それを
考えれば、平均よりもっと下げることができるでしょう。
子どもの貧困は、子どもの幸福度の結果に影響するため重
要です。子ども時代の貧困が、学力、肥満、うつ状態等に
蓄積して現れることが、イギリスの子どもの追跡調査から
も示されています（本文 P.38）。
＊	世帯所得が中央値の 60％に満たない世帯に暮らす子どもの割合。日
本の定義とは異なる。日本のデータは東京都立大学阿部彩教授による
推計。

社会的状況については、ポジティブな指標である、困っ
た時に頼れる人がいる人の割合と、ネガティブな指標であ
る、殺人による死亡数の2つの指標で分析しました。日本は、
困った時に頼れる人がいると答えた人の割合が最も低い国
の一つでしたが、殺人による死亡は、最も少ない国だった
のです（本文 p.48-49	図 38-39）。これも、よい指標と悪
い指標が併存する、日本についてのもう一つのパラドック
スと言えるかもしれません。

日本へのメッセージ

どの国にも言えることですが、まず、子どもや若者への
メンタルヘルスのサービスの提供を真剣に考えなくてはな
りません。精神的健康も健康の一部であり、身体的健康と
同じくらい重要なことと考えることが大切です。2点目に、
政府が新型コロナウイルス感染症への対応を考える時、効
果や影響を検討すると思いますが、その際、経済面に偏り
過ぎず、子どもたちの身体的・精神的健康等への影響も必
ず考慮に入れてほしいと思います。
3つ目は、何かを変える時に人々の意識を変えることか

ら始めなければならないということです。例えばいじめは、
昔の考えではたいしたことではなかったのですが、今の考
えでは、長期的に人生に影を落とす深刻な問題です。意識
が変われば、それが保護者、学校を含め、人々の行動変容
につながっていくと思います。

（Anna	Gromada,	「レポートカード 16」執筆者の一人）

今回の報告で注目すべきは、日本の子どもの「精
神的幸福度」の低さです。その背景には、教育政策
上の問題があると思います。日本では、15歳で迎え
る高校受験によって、子どもたちは偏差値という学
力指標だけで振り分けられてしまいます。競争原理
に基づく一斉主義により序列化するわけですから、
子どもの自己肯定感がガタガタになり、幸福感が育
たないのは必然だと思います。

また、頻繁にいじめに遭っている子どもは、明ら
かに精神的幸福度が低い結果が出ています。子ども
の 7割がいじめの加害経験を、8割が被害経験を持っ
ているとされる日本は、一刻も早く、最優先課題と
していじめ問題に向き合い、構造的にも解決してい
く道を探る必要があります。

子どもの自殺も日本の大きな問題です。日本では
厚生労働省が 2019 年に公表した統計で、10～ 14
歳の子どもの死因の第 1位が初めて「自殺」になり
ました。さらに 15～ 24歳の自殺率は先進国でワー
スト１です。

今後、新型コロナウイルス感染症の影響が心配さ
れます。たとえば、子どもの貧困率の上昇、外出制
限による肥満の増加、休校による不登校の急増、コ
ロナいじめの増加などです。また、性的暴力を含む
虐待問題の深刻化を危惧しています。

こうした状況だからこそ、「子どもの権利条約」に
も謳われている子どもの「参加する権利」が重要だ
と思います。パートナーとして子どもを捉え、子ど
もの声を聞き、あらゆる面で子ども参加が実現すれ
ば、おのずと幸福度は上がっていくと思います。	

尾木 直樹　（教育評論家・法政大学名誉教授）
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今回のレポートカード 16にて、最も注目を集めるのは、
日本の子どもの「精神的幸福度」のランキングの低さでしょ
う。38 カ国中、ワースト 2位ということで、とても悲し
い結果となりました。これについて、尾木直樹先生は、競
争原理による一斉主義や、いじめの問題を指摘なさってお
り、私も同じ懸念をもっています。しかし、子どもの貧困
を長年研究してきた者として、子どもの精神的幸福度や、
いじめに遭う確率も、子どもの経済状況に左右されている
ということを指摘させていただきたいと思います。
確かに、各国の平均を比べる国際比較において、日本の子

どもの「生活に満足している」と答えた割合は低い傾向にあ
ります。しかし、日本の中でも、子どもの精神的幸福度には
差があります。東京都が2016年に行った「子どもの生活実
態調査」によると、中学2年生において、「楽しみにしている
ことがたくさんある」「生きていても仕方がないと思う」「何
をしても楽しい」など答えた割合は、家庭の経済状況によっ
て格差があることが報告されています。また、いじめに遭う
確率も、経済状況と関係していることがわかってきました。
本レポートの二つ前のイノチェンティ・レポートカード

14では、「格差」についてのランキングも示されていますが、
日本は 41カ国中 32位と、決して誇れる順位ではありませ
んでした。先進諸国の中で、日本は国内での格差が大きい
国のひとつであることを改めて認識し、今回の結果を見て
いただきたいと思います。

また、「スキル」の分野にても、日本は 27位であり、こ
の理由は「スキル」の 2つの指標のうちの 1つ、「すぐに
友達ができる」という設問に「まったくその通りだ」また
は「その通りだ」と答えた生徒の割合がワースト 2位だっ
たからです。もう 1つの「スキル」指標の数学・読解力は
上位 5位なのですが、総合すると「スキル」が低い国とい
うことになります。ユニセフが、本レポートで、「スキル」
として、学力だけでなく、社会的スキルを今回指標として
取り入れたことは重要です。人が幸福な人生を歩むために
は、学力のみならず、社会的スキルが重要であることが認
識されてきたからです。
これは、社交的で、たくさんの友人にいつも囲まれてい

ない子どもが悪いということではありません。人によって
は、シャイであったり、一人でいるのが好きな子もいるで
しょう。しかし、どのような性格の子どもであっても、周
りから偏見の目で見られることがなく、友だちをつくろう
と思ったら、すぐできる、という環境があるのか、ないのか、
それが問われていると思います。

本レポートでは、子ども幸福度の条件として、「政策」と
「社会状況」にも着目しています。この中でも、日本のさま
ざまな問題が浮き彫りにされています。「政策」の社会分野
においては、親のワーク・ライフ・バランスの重要性が指
摘され、指標としては、「母親・父親に認められる育児休業
の週数合計」が提示されています。日本は上から 5番目で
すが、多くの人がご存じのように父親の育児休業取得率は
やっと 6%（平成 30年度）です 1）。つまり、「認められる」
育児休業週数は多くても、実際に「取得」されているもの
はごく僅かです。また、家族関連の社会支出のGDP 比も
日本は下から 8番目でした。日本は、社会政策分野におい
て子どもが幸福となる土台を作ってきていないのです。
さらに、教育分野として挙げられているものに、就学１

年前の保育所・幼稚園などの通所率があります。これは、
日本は優等生と思っている方も多いかと思いますが、下か
ら7番目でした。健康分野においても、低出生体重児（2500
グラム未満）の割合が、下から 2番目でした。

「社会状況」については、殺人による死亡率が最も低い、
失業率が低いなどのよい結果もありますが、「困った時に頼
れる人がいる」と答えた成人の割合は、下から 10番目で
した。このように、成績の良い指標と悪い指標が混ざって
いる日本の状況を「パラドックス」とグロマダ史は呼んで
いますが、これは日本において不利の現れ方が他国と違う
ということではないでしょうか。失業率は低くても、ワー
キングプア（低賃金）の問題が深刻であり、殺人率は低く
ても、自殺率はトップレベルというように 2）。
日本の子どもの幸福度を上げるために、必要なのは、最

も幸福度が低い状況に置かれている格差の底辺にいる子ど
もたちとその家族の状況を改善することです。いじめに遭
いやすい貧困世帯の子どもや、ワーク・ライフ・バランス
など考えることもできない非正規労働の保護者、子どもを
保育所に預けることもできない家庭。一番底辺の人々の状
況を改善し、格差を縮小することで、「すぐに友達ができる」
子ども、困った時に頼れる人がいる大人、そして、生活に
満足する子ども・大人が増えるのではないでしょうか。

1）	厚労省「男性の育児休業の取得状況と取得促進のための取組につい
て」（R1.7.3.）	
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/meeting/	
consortium/04/pdf/houkoku-2.pdf

2）	人口 10万人あたり自殺者数、WHO2016年

コメント：ユニセフ・イノチェンティ レポートカード 16 について

東京都立大学　人文社会学部　教授　兼　子ども・若者貧困研究センター長　阿部　彩
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子どもたちに影響する世界
先進国の子どもの幸福度を

形作るものは何か
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世界で最も豊かな国々の子どもたちの
最新調査により、子どもたちの健康、
スキル、幸せに関する複雑な状況が明
らかになった。貧困や疎外、環境汚染
といった問題によって、あまりにも多
くの子どもの精神的幸福度や身体的健
康、スキル習得の機会が脅かされてい
る。社会、経済、環境面の条件が整っ
ている国でさえ、「持続可能な開発の
ための 2030 アジェンダ」の目標達成
までの道のりは長く、その目標を達成
するには焦点を絞って取り組みを加速
させなければならない。

本報告書では、経済協力開発機構
（OECD）または欧州連合（EU）に加
盟する 41 カ国のデータの分析によっ
て、子どもの生存・成長・保護の機会
や学びの状況、子どもが意見を聞いて
もらえると感じているか、保護者が子
どもに健やかで幸せな子ども時代のた
めの最良の機会を与えられるよう、支
援や資源を得られているかなど、様々
なことが示された。各国の政策および
社会、教育、経済、環境の状況などを
背景に、子どもたちがどのような体験
をしているのかを明らかにしている。

何が良い子ども時代を	
形作るのか？
精神的幸福度の高さ
前向きな気持ちとよい精神的健康状態
は生活の質を決定付ける重要な要素で

ある。しかしながら、先進国において、
精神的幸福度が低い子どもたちの数は
驚くほど多い。

⿎41 カ国中 12 カ国は、生活満足度
が 高 い 15 歳 の 子 ど も の 割 合 が
75% 未満に留まっている。

⿎子どもの精神的健康に関しては、対
象国すべてを比較できる信頼性の高
いデータは存在しない。ただ、自殺
は 15 ～ 19 歳の若者の最大の死因
の一つになっている。

良好な身体的健康
健康に関する指標も、以下の通り課題
を明らかにしている。

⿎先進国で生まれる子どもの 15 人に
1 人は低出生体重児で、生存へのリ
スクとなっている。

⿎10 カ国において 3 人に 1 人以上の
子どもが過体重または肥満である。
肥満の子ども（5 ～ 19 歳）の数は
世界全体で 1 億 5,800 万人から、
2030 年までに 2 億 5,000 万人に
増加すると見込まれている。

生きるためのスキル
15 歳までに基礎的な学力や社会的ス
キルを習得できていない子どもたちも
多い。

⿎平均で 5 人に 2 人の子どもが、15
歳までに基礎的な読解力や数学的リ
テラシーを習得していない。5 カ国
においては、習得している子どもの
割合は 2 人に 1 人を下回る。

⿎同じく重要なスキルとして、人間関
係構築に自信をもっているかについ
ては、ほとんどの子どもが「すぐに
友達ができる」と回答しているが、
18 カ国においては 4 人に 1 人以上
が「そうは思わない」と答えている。

なぜ先進国のすべての子どもたちが	
必ずしも良い子ども時代を	
過ごせてはいないのか？
質の低い人間関係
⿎子どもたちはよい人間関係を非常に

重視している。家族のサポートが大
きい子どもは精神的幸福度も高く
なっている。

⿎子どもたちの多くは、家庭や学校で
の意思決定に参加する機会を十分に
与えられていないと感じている。

⿎いじめは引き続き深刻な問題であ
る。いじめを受けた経験は、長期に
わたり人間関係や健康にマイナスの
影響を及ぼす。頻繁にいじめを受け
ている子どもは平均的な生活満足度
も低い。
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⿎いくつかの国では、子どもの世話を
頼める家族や友人がいない保護者が
10 人に 1 人以上いる。

資源の不足
⿎半数近くの先進国で 5 人に 1 人以

上の子どもが貧困状態で暮らしてい
る。多くの国において、最も貧しい
子どもたちはうつ状態や肥満、学習
到達度の面でよりリスクが高い。

⿎学校の勉強に役立つ本が家に 1 冊
もない子どもは学力面で苦慮してい
る。

⿎長時間外で遊ぶことはより高い幸福
感に繋がるが、子どもたちの多くは
地域に適した遊び場やレジャー施設
がないと言っている。

サービス面の課題
⿎時系列のデータが入手できた 35 カ

国中 14 カ国で、はしかの予防接種
率が下がっている。

⿎質の高い公的保育サービスは、刺激
のある社会・学習環境を提供し、社
会経済的に不利な状況を低減する一
助にもなる。しかしながら、欧州
29 カ国全体の平均では、3 歳未満
の子どもを持つ保護者の 7 人に 1
人は保育ニーズが満たされていな
い。

⿎就学も就労もしていない若者は、お
となとしての生活の最初から困難に
直面することになる。5 カ国におい
て、15 ～ 19 歳の若者の 10% 以上
が就学、職業訓練、就労のいずれも

行っていない状況にある。

家族関連政策の課題
⿎5 カ国において、育児休業期間（給

与と同等の給付換算）は 10 週間未
満である。父親に割り当てられた育
児休業期間は全体の 10% のみ。

⿎仕事優先への期待から長時間労働や
ストレスが増え、保護者が子どもと
関わる時間やエネルギーが奪われて
いる可能性がある。欧州全体の平均
では、労働者の 5 人に 2 人が月に
数回以上、家族の責務を果たせない
と感じている。

より広い状況
⿎失業は家族関係や子どもの幸福度に

影響を与える要因となるものだが、
いまだに失業率が世界的金融不況以
前の水準に下がっていない国もあ
る。

⿎41 カ国中 11 カ国において、5%
以上の世帯が安全に管理されていな
い水を使用している。

⿎大気汚染の被害を最も受けるのは子
どもたちであり、高いレベルの汚染
によって心身の健康が脅かされてい
る。

何が必要か？
ユニセフは、すべての子どもが良い子
ども時代を過ごせるように、以下の 3
つの点を高所得国に呼び掛けている。

⿎子どもの意見を聴く： 子どもたちは
物事を違った角度から捉えており、

将来の環境を深く懸念し、人間関係
や意思決定への参加を重視してい
る。

⿎政策を連携させる： 各政策が相互に
補完・強化できるように注意深く統
合することが、子どもの幸福度を改
善する鍵となる。

⿎強固な土台を構築する： 持続可能な
開発目標は、子どもの現在と未来の
幸福を実現するためのロードマップ
を描いている。各国政府は、以下を
含む持続可能な開発目標の達成に向
けた取り組みを加速・強化する必要
がある。

1. 貧困を削減し、すべての子どもた
ちが必要な資源にアクセスでき
るようにする。

2. すべての子どものために安価か
つ質の高い保育へのアクセスを
改善する。

3. 子どもや若者のためのメンタル
ヘルスサービスを改善する。

4. 職場に関する家族にやさしい政
策を実施し拡大する。

5. 依然として高いレベルの大気汚
染を低減させる。

6. 予防可能な病気から子どもたち
を守るため、予防接種の取り組
みを強化する。

4 イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

要 旨 　 



第１章
序

2020 年、世界で広まった新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）の危機
は、子どもたちの幸福度に対する新た
な脅威となっている。危機以前から、
世界で最も裕福な国々の、何百万人も
の子どもたちの日常生活は、誰もが「良
い子ども時代」と呼ぶには程遠いもの
だった。彼らはストレス、不安、うつ
状態に苦しみ、学校では同年代に遅れ
を取り、身体的にも不調を抱えていた。
裕福な国に住んでいることは、幸せを
もたらしてはいなかった。そして、よ
り良い健康や教育を保証するものでも
なかった。

これまで 20 年、イノチェンティ研究
所の「レポートカード」シリーズは、
先進国の子どもたちの幸福度の比較研
究をリードしてきた。「レポートカー
ド 16」は、それをさらに発展させ、
子どもの幸福度は、子ども自身の行動
や人間関係、 保護者のネットワークや
資源、そして公共政策や国の状況に
よって影響を受けることを示す、多層
的なアプローチをとっている。このア

プローチは、子どもの権利を実現し幸
福度を促進するために、政府、家族、
地域社会に責任があるとする、子ども
の権利条約に沿ったものである。
 
本報告書は、先進国の多くが、良好な
経済的・社会的条件を、一貫して高い
子どもの幸福度の成果に変えることが
できていないことを明らかにしてい
る。また、すべての面でリーダーとな
り得る国はなく、41 カ国すべてに大
きな改善の余地があることを示してい
る。世界で最も裕福な国々が、今から
5 年前、持続可能な開発目標を採択し
た際の約束を達成するためには、その
ような改善が早急に必要とされてい
る。しかし、予防接種、学習、メンタ
ルヘルスなどの面では、後戻りが心配
される兆候が見られる。

それに加えて、新型コロナウイルス感
染症の危機がある。健康上の危機とし
て始まったが、経済や社会のあらゆる
側面にまでその影響が広がるだろう。
子どもたちの健康への直接的な影響は

最大ではないかもしれないが、過去の
危機から分かっているように、長期的
に最もマイナスの影響を受けるのは子
どもたちなのである。報告書は、この
危機の初めにあたっての、先進国にお
ける子どもたちの幸福度に関するベー
スラインの姿を提示する。

今が、すべての子どもたちの権利の実
現に向けた努力を各国が強化する時で
ある。幸福度に関する多層的アプロー
チは、現実的な姿を示すことによって、
そのゴールをサポートする。このアプ
ローチは、一人ひとりの子どもたちに
表れる結果と、彼らを取り巻く人々や
社会と、彼らが生きる国の関わりにつ
いて明らかにする。多くの国は、富、
クリーンな環境、寛容な社会政策と
いった、子どもの高い幸福度をサポー
トするための必要条件を満たしてい
る。しかし、あまりに多くの子どもが、
未だに、よい子ども時代を過ごすこと
ができていないのである。
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分析の枠組み
この報告書では、良い子ども時代とは、
子どもがポジティブな子ども時代の経
験と、将来への前向きな見通しを持っ
ていることであるととらえている 1。幸
福度に関する多層的なモデルを作り、
国際比較ができるようにした。影響を
表す同心円を用いた我々のモデルは、
米国の心理学者Urie Bronfenbrenner
による、子どもたちがどのように環境
と関わりそれがどのように彼らの発達
に影響するのかを説明するモデルに似
ている（図 1）2。

子どもはこの枠組みの中心にいる。子
どもの幸福度（結果）には、子どもの
死亡率や学習到達度などの客観的なも
のと、生活に満足しているか、すぐに
友達ができると感じているかなど、子
どもの視点から表現される主観的なも
のが含まれる。

子どもの幸福度は、「子どもの世界」、
「子どもを取り巻く世界」、そして「よ
り大きな世界」に影響を受ける。子ど
もの世界（濃い青色の部分）は、子ど
もが直接経験している要因である、子
どもの「行動」や家族や友達との「人
間関係」などを表している。子どもを
取り巻く世界（中間の色）は、「資源」
と「ネットワーク」で構成されている。
資源には、子どもの家庭の経済状況や、
子どもが住む地域の環境が含まれる。
ネットワークは、子どもが直接経験し
なくても、子どもの幸福度に影響を与
える可能性のある、子どもの周りの
人々の間のつながりを指す。保護者へ
の仕事のプレッシャーがこれにあた
る。ここまでの 4 つの内側の円によっ
て、一国内の子どもたちの間の差異を
説明することができる。

より大きな世界には、「政策」と「状況」
（うすい色の 2 つの円）がある。政策
とは、社会政策、教育、健康など、子

どもに直接関係する国のプログラムを
指す。状況には、直接的または間接的
に子どもの幸福度に影響を与える、よ
り広い経済的、社会的、環境的要因が

含まれる。政策と状況は、子どもの幸
福度を支える各国の条件であり、各国
間の子どもの幸福度の差異を説明でき
る可能性がある。

図 1：子どもの幸福度の多層的な分析枠組み

子どもの世界

子どもを取り巻く世界

より大きな世界

結　果

行　動

人間関係

ネットワーク

資　源

政　策

状　況
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コラム 1　本報告書で使用されるデータについて

今回の調査は、先進国における多面的な子どもの幸福度に
関する 3 度目のものであり、これまでの調査を踏まえて実
施した。「レポートカード 7」は、21 カ国の子どもの幸福
度を比較することで新たな切り口を提示し、公の議論を促
して政策立案者に大きな影響を与えた。また「レポートカー
ド 11」は、対象を 29 カ国に拡大して再度順位付けを行っ
た。「レポートカード 7」も「レポートカード 11」も身体的・
学力・精神的側面から子どもたちの幸福度を国ごとに比較
評価するダッシュボードアプローチを採用している。

「レポートカード 16」では多層的な分析枠組みを導入し、
地理的にも概念的にも範囲を拡大して子どもの幸福度を分
析している。41 の高所得国（OECD および／または EU
加盟国）を対象とし、子どもの幸福度を分析する視点も拡
大している。例えば、社会的スキルも学力同様に重要であ
ると考え、「すぐに友達ができる」という指標を新たに追加
した。また、子どもたちが地球の未来をどれほど心配して
いるかを踏まえ、より環境要因にも着目している。

このように新たな視点を加えた結果、データの欠如もあり、
「レポートカード 16」を「レポートカード 7」や「レポー
トカード 11」と比較できる可能性は狭まっている。それで
も、幸福度の傾向を追う一助となるよう、過去の「レポー
トカード」の要素について新たなデータがあるものについ
てはデータをアップデートした。

データ選定基準
「レポートカード 16」は、多くの質の高い政府統計データ
や国際的調査のデータから、我々の分析枠組み（図 1 参照）
の重要なコンセプトを表す指標を選んだ。総合順位表の主
要指標は以下の基準に従って選定している。

	⿎対象国数：「レポートカード」の対象 41 カ国の大多数
について入手可能なデータがあること
	⿎新しさ：2016 年以降のデータが入手できること
	⿎適切性：国別比較に適したデータであること
	⿎多様性：国別指標として有意な違いを十分に示せること
	⿎比較可能性： 文化の違いを問わず、同じ意味を持つ指標
であること

最後の基準は客観的指標でも主観的指標でも課題となった。
例えば、「家にある本の数」は家庭の教育資源を評価する客
観的な指標としてよく用いられるが、国によってその重要
性に違いがある場合がある 3。また主観的指標に関しても

意味の違いが生じる場合があり、例えば「生活満足度の自
己評価」に関しては、国ごとの平均的な生活満足度の違い
のほとんどを各国の社会経済状況によって説明することが
できるものの、文化的な違いも影響する場合がある 4、5。

なお、設定した基準を満たす指標候補が複数存在した場合
は、多面的に分析した過去の「レポートカード」との継続
性を優先して指標を選定した。

データの不足
今回、選択できるデータが限られていたり、包括的なデー
タが欠けていたりするケースが数多く見られた。以下は、
指標を探す上で直面した特に重要なデータの不足の一部で
ある。

	⿎精神的幸福度：幸せや充足感に関する子どもたちのポジ
ティブな感覚を示すデータは限られており、探し出せた
最善の指標（生活満足度）も 41 カ国中 33 カ国につい
てしか入手できなかった。また、子どもたちの精神的な
不調に関するデータについても、国際比較できるものは
限られており、今回は代替指標として自殺率を採用した
が、2015 年までのデータしか入手できない国が多かっ
た。
	⿎暴力と保護：子どもたちが暴力を受けた経験や子どもの
保護政策に関しては、比較可能な指標が見つからなかっ
た。
	⿎参加：子どもたちの参加が確保されているか、その意見
が傾聴され、選択が委ねられているかについては、ほと
んどの国際的な調査でほぼカバーされていない。唯一、
現在は OECD・EU 加盟国の一部のみを対象としている
Children's Worlds に、それらの点や自分たちの権利に
関する知識についての質問項目が含まれている。

以上 3 つのテーマについては、政府統計部門や国際的な調
査等によって早急にカバーされることが必要である。

幸福度の枠組みを COVID-19 の危機に適用した分析につ
いては、以下のレポートを参照。Rees, Gwyther, Anna 
Gromada, Dominic Richardson and Alessandro 
Carraro, Childhood in a Time of Crisis: Understanding 
how the COVID-19 pandemic is shaping child well-
being in rich countries, United Nations Children’s 
Fund Office of Research – Innocenti, Florence, 2020.
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図 2：本報告書への分析枠組み適用の概要

図 2 は、図 1 に示した分析枠組みを
本報告書においてどのように適用して
いるかを示している。枠組み内の各層
に含まれる分野は、データの入手可能
性を反映したものである。今後この枠
組みを用いて調査する際は、新たな分

野を追加する可能性もある。例えば、
「政策」の円には子どもの保護や子ど
もの権利の実現を、「状況」の円には
平和や安全を追加する可能性が考えら
れる。
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分野 構成要素 指標 データ出典

子
ど
も
の
幸
福
度
（
結
果
）

精神的幸福度
生活満足度 生活満足度の高い15歳の子どもの割合（2018年） PISA,2018

若者の自殺 15～ 19歳の若者の自殺率（10万人あたりの自殺者数、2013年
～2015年の3年間の平均）

WHOMortality
Database,2015

身体的健康
子どもの死亡率 5～14歳の子どもの死亡率（1,000人あたりの死亡数、2018年） UNIGMEproject,2018

過体重 過体重または肥満である5～ 19歳の子どもと若者の割合（2016
年）

StateoftheWorld’s
Children,2016

スキル
学力 PISA テストの読解力・数学分野で基礎的習熟度に達している 15

歳の生徒の割合（2018年） PISA,2018

社会的スキル 「すぐに友達ができる」と答えた15歳の生徒の割合（2018年） PISA,2018

行
動

遊び 外遊び 10歳の子どもの外遊び頻度（週あたりの日数）＊ Children’sWorlds,2017–19

デジタル インターネット利用 子どもの平均インターネット利用時間＊ EUKidsOnline,2018–19

人
間
関
係

家族
家族のサポート 15歳の子どもが答えた家族から受けているサポートのレベル＊ HBSC,2017/18

家庭での参加 「家庭での意思決定に参加している」と答えた10歳の子どもの割合＊ Children’sWorlds,2017–19

仲間 いじめ 15歳の子どものいじめを受けている頻度 PISA,2018

学校
学校への帰属 15歳の子どもの学校への帰属意識 PISA,2018

学校での参加 「学校での意思決定に参加している」と答えた10歳の子どもの割合＊ Children’sWorlds,2017–19

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

保護者とコミュニティ 子育て支援ネットワーク 子育てに関し保護者が誰からサポートを受けられるか＊ EuropeanQualityofLife
Survey,2016

保護者と職場
仕事と家庭のバランス 仕事と家庭の両立に苦労している労働者の割合＊ EuropeanQualityofLife

Survey,2016

労働時間 本業での週平均労働時間＊ OECDbasedonLabour
MarketStatistics,2017

保護者と学校 学校との関係 保護者による学校との関係についての評価＊ EuropeanQualityofLife
Survey,2016

資
源

家庭の資源 自宅にある教育資源 「家に学校の勉強に役立つ本がある」と答えた15歳の子どもの割合 PISA,2018

近隣の資源 地域の遊び場 「地域に十分な遊び場がある」と答えた10歳の子どもの割合＊ Children’sWorlds,2017–19

政
策

社会

育児休業 母親・父親に認められる育児休業の週数（給与と同等の給付換算、
2018年）

OECDFamilyDatabase,
2018

子どもの貧困 子どもの貧困率：世帯所得が中央値の60％に満たない世帯に暮ら
す子どもの割合（2015年）

Eurostat,HILDA,LISand
nationalstatistical
agencies,2018

教育
就学前教育・保育 就学年齢の 1年前に体系的な学習に参加している子どもの割合

（2013年）
UNESCO,2017,ReportCard
15andUNSTATS

ニート 就学・就労・職業訓練のいずれも行っていない15～ 19歳の若者
の割合（ニート率、2018年）＊

OECDFamilyDatabaseand
Eurostat,2018

健康
予防接種 はしかワクチンの2回目の接種を受けた子どもの割合（2018年） WHO/UNICEF,2018

低出生体重 出生時の体重が2,500グラム未満の乳児の割合（2017年） OECDHealthDatabaseand
WHO,2017

状
況

経済
所得 購買力平価(PPP)に基づく1人あたり国民総所得（GNI）（2018年） WorldBank,2018

就業 失業率（2019年） WorldBank,2019

社会
社会的サポート 困ったときに頼れる人がいる人の割合（2016年～ 2018 年の 3

年間の平均） GallupWorldPoll,2016–18

暴力 人口10万人あたりの意図的殺人による死亡数（2017年） WorldBank,2017

環境

大気汚染 大気汚染：微小粒子状物質（PM2.5）の年間平均濃度（μ/m3）（2017
年）

GlobalBurdenofDisease
Study,2017

水質 安全に管理された水を利用している人の割合（2017年）
WHO/UNICEFJoint
MonitoringProgramme,
2017

＊日本のデータなし

表 1：報告書で使用した指標
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第 2章
結果

本章では以下の 2 つの設問を検討す
る。

1. 子どもたちは現在、どのような生
活をしているか？

2. 子どもたちは将来に対してどのよ
うな展望を持っているか？

この 2 つの設問は関係している。例
えば、健康であることは現在の幸福に
も将来の幸福にも繋がる。これらの設
問を検討するため、子どもの幸福度の
結果を直接的に表す指標に焦点を当て
ている。

子どもの幸福度の結果に関する総合順
位表は、分析モデルの最も中心に近い
円に対応している（図 3 参照）。これ
には以下の 3 つの分野が含まれる（表
1 参照）。

⿎精神的幸福度：この分野では、生活
満足度と自殺率を指標とすること
で、子どもの精神的幸福度に関する
ポジティブな側面とネガティブな側
面の両方の視点を取り入れている。

⿎身体的健康：この分野には、子ども
の現在と将来に影響する過体重・肥

満率および子どもの死亡率の 2 つ
が含まれる。

⿎スキル：この分野では、学力（読解
力と数学的リテラシーの習熟度）と
社会的スキル（すぐに友達ができる
と思うか）の 2 つに着目している。

これらの構成要素、指標、データソー
スを採用した理由については本章の後
段で説明する。なお、データ不足のた
め、対象 41 カ国中、イスラエル、メ
キシコ、トルコの 3 カ国は、幸福度
の結果の総合順位表から除外せざるを
得なかった（図3の注を参照）。ただし、
それ以外の部分では、これらの 3 カ
国も可能な限り報告書の分析に含めて
いる。

幸福度の結果に関する総合順位の 1 位
はオランダで、デンマークとノル
ウェーがこれに続いた。これら上位 3
カ国の他、スイスとフィンランドは、
結果に関する 3 つの分野すべてにお
いて上位 3 分の 1 以内に入っている。
総合順位の下位 3 カ国はチリ、ブル
ガリア、米国となった。チリ、米国、
マルタは幸福度の結果に関する 3 つ
の分野すべてにおいて下位 3 分の 1
に入る結果となった。国民所得が高い

国でも幸福度が必ずしも高くならない
ことは明らかで、総合順位の上位、中
位、下位 3 分の 1 それぞれに所得レ
ベルの異なる国が混在している。例え
ば、上位 3 分の 1 ではスロベニアが
スウェーデンより上位となり、下位 3
分の 1 ではリトアニアが米国より上
の順位となった。

分野ごとに幸福度の順位が大きく変わ
る国もある。例えば、韓国は身体的健
康とスキルでは上位 3 分の 1 に入っ
ているが、精神的幸福度では下位 3 分
の 1 に入っている。対照的に、ルー
マニアは精神的幸福度では 4 位であっ
たが、身体的健康とスキルでは下位 3
分の 1 に入っている。

身体的健康とスキルにはある程度相関
関係が見られる（r=0.58）。すなわち、
このどちらかの分野で良い結果が報告
されている国は、もう 1 つの分野で
も良い結果である場合が多い。しかし
ながら、スキルと精神的幸福度の相関
はあまり高くなく（r=0.30）、身体的
健康と精神的幸福度の相関はさらに低
くなっている（r=0.10）。これは、子
どもの幸福度の結果の多元的な性質を
はっきりと示している。
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図３　子どもの幸福度（結果）の総合順位表：精神的幸福度、身体的健康、学力・社会的スキル 
       
総合順位 国 精神的幸福度 身体的幸福度 スキル

1 オランダ 1 9 3

2 デンマーク 5 4 7

3 ノルウェー 11 8 1

4 スイス 13 3 12

5 フィンランド 12 6 9

6 スペイン 3 23 4

7 フランス 7 18 5

8 ベルギー 17 7 8

9 スロベニア 23 11 2

10 スウェーデン 22 5 14

11 クロアチア 10 25 10

12 アイルランド 26 17 6

13 ルクセンブルク 19 2 28

14 ドイツ 16 10 21

15 ハンガリー 15 21 13

16 オーストリア 21 12 17

17 ポルトガル 6 26 20

18 キプロス 2 29 24

19 イタリア 9 31 15

20 日本 37 1 27

21 韓国 34 13 11

22 チェコ 24 14 22

23 エストニア 33 15 16

24 アイスランド 20 16 34

25 ルーマニア 4 34 30

26 スロバキア 14 27 36

27 英国 29 19 26

28 ラトビア 25 24 29

29 ギリシャ 8 35 31

30 カナダ 31 30 18

31 ポーランド 30 22 25

32 オーストラリア 35 28 19

33 リトアニア 36 20 33

34 マルタ 28 32 35

35 ニュージーランド 38 33 23

36 米国 32 38 32

37 ブルガリア 18 37 37

38 チリ 27 36 38

注：濃い青色の背景は上位３分の１、中間の青色は中位３分の１、薄い水色は下位３分の１であることを示す。順位は次の方法で算出された。（1）各指標の zスコ
アを計算（高いスコアがよい結果を示すように調整）、（2）分野ごとに2つの指標の zスコアを平均、（3）平均の zスコアを計算、（4）総合順位は、各分野の「平
均の zスコア」（3）を平均して算出。この表には、コラム1の6指標のうち5つ以上の指標について十分に質の高いデータがあった38のOECD/EU諸国が含ま
れている。メキシコとトルコは、PISAテスト2018（6つの指標のうち3つで使用）のデータが不十分で表に含めることができなかった。イスラエルも2つの指
標のデータがなく含められていない。
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精神的幸福度
精神的幸福とは、単に精神的不調がな
いことのみをいうのではなく、より広
い意味のポジティブな精神の働きも意
味する 6。総合順位では、そのどちら
の側面も考慮してランク付けを行っ
た。

ポジティブな精神の働きには、幸福感、
生活に対する満足感、充足感などの感
情を含めたさまざまな要素が含まれ
る。総合順位では、本報告書の指標選
択の基準（コラム 1 参照）に基づき、
生徒の学習到達度調査（PISA）の生
活満足度に関する設問の結果を組み入
れた。これは、15 歳の子どもたち一
人ひとりが、生活全般の満足度を 0（考
え得る最低の生活）から 10（考え得
る最高の生活）までの段階で答える設
問である。すべての国でほとんどの子
どもが自分の生活にある程度満足（中
間点以上を選択）しているが、その割
合は最も低いトルコで 55% 未満、最
も高いオランダで 90% と開きがあっ
た（図 4 参照）。

ほとんどの子どもたちが自分の生活に
ある程度満足しているのは期待が持て
る結果だが、こうした割合の意味につ
いては、生活満足度が低い子どもの多
さという点からも検討する必要があ
る。これは単なる一時的な「幸せ」の
問題ではない。例えば、英国の研究に
よれば、生活満足度が平均以上の子ど
もに比べ、生活満足度が低い子どもは、
家庭内不和を報告する割合が 8 倍、意
見を表明できないと感じる割合が 6
倍、いじめられている割合が 5 倍、学
校に行きたくないと感じる割合が 2 倍
以上であることが分かっている 7。ま
た、「支えてくれる人がいる」と答え
た割合は、幸福度の自己評価が低い子
どもの場合は 64% しかなく、その他

生活満足度が高い子どもの割合が3分の2に満たない国も
図 4：生活満足度が高い 15 歳の子どもの割合
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注：生活全般の満足度に関する設問（「キャントリルの梯子」尺度）で、0～ 10のうち6以上を選ん
だ子どもの割合。オーストラリア、ベルギー、カナダ、キプロス、デンマーク、イスラエル、ニュージー
ランド、ノルウェーはデータなし。
出典：PISA2018

12 イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 2 章 　 結 果



の子どもの 93% とは大きな開きがあ
る。さらに、「自宅で安心感が得られ
ない」と回答した割合も、幸福度の低
い子どもは 24% であるのに対し、そ
の他の子どもでは約 1% のみである。

子どもの精神的不調に関し、国際比較
できる信頼性の高いデータは存在しな
い。そこで入手可能な最善の指標とし
て、過去の「レポートカード」同様、
15 ～ 19 歳の若者の自殺率を採用し
たが、残念ながら、ほとんどの国で
2015 年までのデータしか入手できな
かった。対象年齢層 10 万人当たりの
自殺者数が 10 人を超える国はリトア
ニア、ニュージーランド、エストニア
で、最も低い国はギリシャ、ポルトガ
ル、イスラエルだった。

身体的健康
子ども期と青少年期に関連する健康状
態の結果の全体像は、人生の後の段階
で初めて明らかになる。しかし、子ど
も時代の身体的健康に関する有効な指
標がいくつか存在する。ここでは、過
去の「レポートカード」にも採用され
た 2 つの指標、子どもの死亡率と過
体重（肥満を含む）の割合を分析した。

子どもの死亡率に関しては、国連の「死
亡率推計に関する機関間グループ

（IGME）」による 5 ～ 14 歳の子ども
の死亡率を採用した 8。

注：2013年から2015年の3年間の平均値。ただし、（1）ギリシャ、ニュージーランド、スロバキアは
3年中2年分のデータしか入手できておらず、（2）対象年齢層の人口が5万人に満たないキプロス、アイ
スランド、ルクセンブルクの3カ国に関しては5年間の平均値を使用している。
出典：WorldHealthOrganizationMortalityDatabase(numbersofsuicides)andWorld
Bankdatabase(populationestimates).
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図 6 に示す通り、子どもの死亡率は
国によって大きな開きがあり、最も低
い 6 カ国に比べ、メキシコは約 4 倍
の水準にある。対象 41 カ国において
は、子どもの死亡率は国民所得や格差
との関連性が最も高い指標である（コ
ラム 6 参照）。より豊かな国のうち、
米国は 1 人当たりの国民所得が同レ
ベルの国よりも子どもの死亡率が突出
して高くなっている。

身体的健康の 2 つ目の指標は、過体
重と肥満である。過体重はボディマス
指数（BMI）25 以上、肥満は BMI30
以上と定義される。肥満は医学的にも
心理学的にも重大な問題となってい
る。肥満は糖尿病、心臓血管疾患、高
血圧、がん、胆のう疾患や、寿命を縮
める要因となる 9。また、社会生活へ
の参加を制限し、自尊心を低下させる
など、社会的にも情緒的にも負担とな
る。

過体重・肥満率は近年、高所得国で大
幅に上昇している。例えば、米国では
2 ～ 19 歳の肥満率が過去 15 年で 3
分の 1 以上上昇している 10。また世
界的な状況も厳しい。世界全体の肥満
である 5 ～ 19 歳の子どもと若者の数
は 2020 年時点の 1 億 5,800 万人か
ら、2030 年には 2 億 5,400 万人に
増加すると予想されている 11。近年の
肥満の増加は、生活様式の変化に加え、
略奪的な商習慣を含む、食料生産や広
告が十分に規制されていないことが関
わっていると考えられ、政府による対
応の余地がある 12。

4分の1以上の国では子どもの死亡率がいまだ1,000人当たり1人以上
図 6：5 ～ 14 歳の子ども 1,000 人当たりの死亡率（2018 年）
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死亡率の指標とは異なり、本報告書の
対象国では過体重・肥満率と国民所得
の間に明確な関連性は認められない。
ただし、一定の地理的パターンはある
ようで、過体重・肥満率が低い傾向に
ある国がほぼ欧州の北半分と東アジア
に集中する一方、過体重・肥満率が高
い国は地中海周辺、米州、オセアニア
に集中している。

スキル
新たなスキルの習得は、子ども時代の
価値ある経験となり得るだけでなく、
おとなへと成長する土台となる。子ど
もの幸福度を測る指標としてスキルの
発達が含まれることは多いが、その際
に着目されるのはこれまでは通常、学
力であった。しかし、社会的スキルや
情緒的スキルも、子ども時代において
もおとなになるための土台としても重
要であり、雇用の際にも重視されるよ
うになってきている。こうしたことを
考慮し、スキルの分野では、中等義務
教育終了間際の学習到達度を測る尺度
と社会的スキルを測る尺度の 2 つの
指標を採用することとした。

出典：ユニセフ『世界子供白書 2019：子どもたちの食と栄養－変わりゆく世界で健康に育つために』
ニューヨーク、2019年
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コラム 2　女子は体型イメージが男子の 2倍も
生活満足度に関連

若者が自分の体型をどう感じているかは、幸福度に影響する。
自分の体型を肯定的に捉えることは自信につながり、否定的
に捉えることは、恥ずかしさや不安、うつ状態、孤立、自信
の低さにつながる可能性がある 13。また、拒食症や過食症の
最大の要因でもある 14。米国の例では青少年期の女子の大多
数と男子の 3 分の 1 が喫煙や断食、吐くダイエット、体重調
整のための薬などの不健康な減量を試みたことがあると報告
されている 15。

自分の体型に満足していない 11 歳、13 歳、15 歳の子ども
の割合は、データが入手できた国では、最も割合の低いアイ
スランドで 33%、最も高いポーランドで約 55% であった。
全体として、自分が太り過ぎだと感じている子ども（29%）
の方が痩せ過ぎだと感じている子ども（16%）よりも割合が
多い。体重と身長から実際に過体重と判断される 15 歳の子ど
もの割合は女子が 23%、男子が 27% だったが 16、自分が太っ
ていると感じている割合は女子（34%）の方が男子（24%）
より高くなっている。こうしたことから、多くの健康的な体

自分が痩せ過ぎだと感じている子どもの割合自分が太り過ぎだと感じている子どもの割合
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出典：HealthBehaviourinSchool-agedChildren(HBSC)2018
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重の子どもが自分は太っていると考えており、特に女子はそ
の傾向が顕著であることが伺える。11 歳、13 歳、15 歳のい
ずれの年齢も同様の傾向が見られ、こうした否定的な感情が
青少年期前から現れていることが示唆される。

女子は体型イメージが生活満足度とより密接に関係している。
平均して、生活満足度の差のうち、女子では 10%、男子で
5% が体型イメージによって説明できる。ただし、体型イメー
ジと生活満足度の関連性には大きなばらつきがあり（図 9 参

照）、ブルガリアの男子は 10 人に 1 人が過体重であるにも関
わらず、ほとんど関連がみられない。最も関連が強いのは、
スコットランド（英国）、フィンランド、オランダ、アイルラ
ンドの女子である。

自分の体型に満足している女子は一般に、体重の問題があま
り話題にならず、ネガティブな身体行動（ダイエットなど）
ではなくポジティブな行動（運動やよい食生活など）が重視
される家族や集団に属している 17。
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図 9：生活満足度の差に対する体型イメージの寄与率

注：年齢影響調整済み重回帰モデルのR二乗値。回帰係数は、ブルガリアの男子を除き、すべてp=0.01で、有意と認められる。
出典：HealthBehaviourinSchool-agedChildren(HBSC)2018(weightedandclustered).
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学習到達度については、基礎的習熟レ
ベルに達している子どもの割合に焦点
を当てた。各国の 15 歳時点の在学し
ている子どもの割合も考慮に加えるた
め、実質的な就学率の尺度になると考
えられる PISA 調査のカバレッジイン
デックス 3 を使った 18。ここでの指
標は、在学していて、読解力と数学的
リテラシーの両方の習熟度が基礎レベ
ルに到達している子どもの推定割合で
ある（図 10 参照）。これは 15 歳の子
どもの習熟度に関する最低限の推定と
解釈できるが、最も結果がよかったエ
ストニアでも 5 人に 1 人以上の子ど
もが基礎的習熟レベルに達していな
かった。また、基礎的習熟レベルに達
している子どもの割合が 2 人に 1 人
に満たない国は 5 カ国に上る。

多くの子どもが基礎的な読解力と数学的リテラシーを習得せずに15歳になっている
図 10： 読解力および数学的リテラシーが基礎的習熟レベルに達している 15 歳の子ど

もの割合
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注：読解力および数学的リテラシーにおいて基礎的習熟度に達している子どもの割合にPISA調査のカ
バレッジインデックス3をかけた値。
出典：PISA2018。ただしスペインについては2018年のデータが入手不可のためPISA2015。

18 イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 2 章 　 結 果



2 つ目の指標として社会的スキルに焦
点を当て、すぐに友達ができると感じ
ているかを子どもたちに尋ねた PISA
調査の項目を使った。この指標は、子
どもたちが人間関係の構築にどの程度
自信を持っているかを捉える指標にな
ると考えた。こうした類のスキルは、
子ども時代はもちろん、おとなになっ
てからも生活のあらゆる面で役に立つ
可能性が高い。図 11 は、「すぐに友
達ができる」という設問に「その通り
だ」または「まったくその通りだ」を
選んだ子どもの割合を示している。こ
の指標で 1 位にランキングされたルー
マニアを含む 7 カ国では、5 人に 4
人以上の子どもがすぐに友達ができる
と感じている。一方、チリと日本の 2
カ国は、そう感じる子どもの割合が
70% 未満に留まった。

幸福度の結果に関わる一連の重要な指
標の分析によって、政策立案者の課題
が示された。すべての国が 1 つ以上
の指標で自国のランキングを喜ぶこと
ができるが、6 つの指標すべてにおい
て順位に満足できる国は 1 つもない。
ランキングの上位の国でも、いまだ多
くの子どもたちが取り残されているの
である。次章からは、子どもの幸福度
の結果にこうした違いが生じた背景に
どのような要因があるかを探り、どの
ような改善策があるかを考察する。ま
ず、子どもに近い要因（子どもたちの
日常生活や最も近しい人間関係など）
から始め、徐々に視点を外側へと移し
て子どもの経験や幸福度に影響を及ぼ
すより広い社会的状況なども検討して
いく。

注：「学校ですぐに友達ができる」という設問に「その通りだ」または「まったくその通りだ」を選んだ
15歳の子どもの割合。
出典：PISA2018。ただしキプロスについては2018年のデータが入手不可のためPISA2015。また、
イスラエルはデータなし。
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本章および次章では、幸福度の「結果」
に近い 4 つの層に焦点を当て、同じ
国でも子どもによって幸福度に差が生
じる理由を探ることとする 19。まずは、
子どもが参加する行動や近しい人（保
護者、友人、教師など）との人間関係
を中心とした「子どもの世界」の検討
から始めたい。

行動
子どもたちの行動からは子どもたちの
日常生活が見えてくる。こうした行動
は必ずしも子どもたち自身が選択した
ものではなく、保護者などの周囲の人
間が何を優先しているかを反映した結
果である場合もある。事実、義務教育
によって、子どもたちは多くの時間を
学 校 で 過 ご し て い る。2018 年、
OECD 加盟国の中学生 1 人当たりの
義務教育の平均時間は、最も少ないス
ロベニア、スウェーデンで年間 766
時間、最も多いデンマークでは 1,200
時間であった 20。

一方、学校外の子どもの日常生活に関
する国際比較調査はほとんどない。今
回は、Children's Worlds の最新調査
で収集された、先進国 15 カ国の子ど
もの行動データを利用することとし
た。この調査では、家の手伝い、宿題、

第 3章
子どもの世界

子どもの世界

子どもを取り巻く世界

より大きな世界

結　果

行　動

人間関係

ネットワーク

資　源

政　策

状　況

各国内で子どもたちの直接的経験がどのように幸福度の違いをもたらすのか
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コンピュータ利用、家の外で遊ぶ時間
など、15 種類の行動について、子ど
もたちに直近 1 週間の頻度を尋ねて
いる。

過去２週間にどの程度幸福であると感
じていたか（幸福感）を用いて、どの
行動が子どもの幸福感に最も関連があ
るのかも探った。ここでの指標として
生活満足度よりも幸福感を採用した理
由は、行動のように時によって変わる
可能性がある要因には後者の方がより
密接に関係する可能性が高いと考えた
ためである。結果、家族と過ごす時間
が最も幸福感との関連があることが分
かった 21。これは、子どもたちにとっ
て家族との関係が重要であることを示
す他の研究結果とも一致する。また、
外で遊ぶ頻度と幸福感にも強い関連が
あることが分かった 22。一方、ソーシャ
ルメディアに費やす時間や家事をする
時間といった要素は、幸福感との関連
性が弱く、あまり有意なつながりは認
められなかった。図 12 は、ほとんど
外で遊ばない子どもと毎日外で遊ぶ子
どもの幸福感の差を示している。0（最
低）から 10（最高）までの幸福感の
スケールで、ほとんどすべての国で 1
ポイント以上という大きな差が見られ
た。

こうした例は、子どもたちの行動がそ
の主観的な経験とどのように結びつき
得るかを示している。もちろん、子ど
もたちが必ずしも自由に時間の使い方
を決められるとは限らない。今回の分
析枠組みで言えば、「行動」の周辺に
位置付けられている「人間関係」や「資
源」の影響を受けることも考えられる。
例えば、子どもたちが外で遊ぶ頻度は、
育児スタイル、文化の違い、家族の経
済状況、周辺地域の安全性や遊び場の
有無にも左右される可能性がある。
Children's Worlds のデータをさらに
分析した結果、実際にこれらの要素も

関係していることが分かった。保護者
が子どもの生活に関する決定に子ども
自身を関わらせる場合、裕福な家庭で

ある場合、また地域に適した遊び場が
ある場合には、外で遊ぶ傾向が強く
なっている。

注：子どもたちに外で遊ぶ頻度を尋ねるとともに、過去2週間の幸福感を0（最低）から10（最高）まで
の段階で評価してもらった。数値は、外で遊ぶ頻度を「週1回未満」と回答した子どもと「毎日」と回答
した子どもの幸福指数の平均を比較したもの。スイス（p<0.05）を除くすべての国で有意な差（p<0.01）
が見られた。
出典：Children’sWorldssurvey,Wave3,2017-19,childrenagedabout10years.
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より頻繁に外で遊ぶ子どもの方がより幸せ
図 12：あまり外で遊ばない子どもと毎日外で遊ぶ子どもの平均幸福指数
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コラム 3　スクリーンタイムが幸福度に与える影響は
他の行動の影響よりも小さい

子どものインターネット利用時間は飛躍的に増えている。米
国では、ネット接続時間について「ほとんどいつも」と回答
する若者が 3 年間で 24% から 45% に増加し 23、さらに
44% が一日複数回ネットを利用していると回答している。ま
た、欧州 11 カ国では、子どものインターネット利用時間が
10 年弱で 1 日 1.5 時間から 3 時間弱と 2 倍近くになった（図
13 参照）。こうした新たなテクノロジーが子どもたちの幸福
度に与える影響について保護者や教育者が懸念するのも理解
できる。

しかし、スクリーンタイム（画面を見ている時間）が増える

ことは子どもの幸福度にマイナスの影響を与えているのだろ
うか？　こうした問題に対する世間の懸念とは裏腹に、その
関連性は低いようだ 25。詳細な調査の結果、適度な利用が鍵
であると示唆されている 26。こうした調査によれば、精神的
幸福度が最も高いのは利用時間がゼロの子どもたちではなく、 
1 日 2 時間以下の子どもたちであった。

適度な利用（デバイスやタイミングにもよるが、1 日当たり
30 分から 3 時間とされる）が最も高い精神的幸福度に繋がっ
ていたのである。一方、テクノロジーを全く利用しない子ど
もたちと、非常に頻繁に利用する子どもたちは、幸福度がよ
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子どもたちのインターネット利用時間は10年前の2倍近くに増加
図 13：9 ～ 16 歳の一日当たりのインターネット平均利用時間（分）

注：（1）平日および（2）休日の子どものインターネット利用時間を尋ねたアンケート結果（1カ国当たり約1,000人を対象）に基づいて
算出。積極的にインターネットを利用している子どものみを対象として調査しているため、利用時間の増加はインターネットへのアクセスの
増加によるものではない。調査報告の全容は、Livingstoneetal.（2011）およびSmaheletal.（2020）を参照 24。調査方法の詳細は
www.eukidsonline.net を参照。
出典：EUKidsOnline.
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り低かった。また、テクノロジーの影響は、週末よりも学校に通う平日の方が大き
いなど、タイミングによって異なることも明らかにされた。これは、登校日の方が
よりプレッシャーが大きいことを反映しているとも考えられる。

それでも、スクリーンタイムの影響は考慮されるべきであり、現実世界のその他の
ベンチマークに照らして評価する必要がある。米国および英国のデータを分析した
結果、テクノロジーの利用は総合的には若者の精神的幸福度にマイナスの影響を与
えるものの、幸福度の差に対する寄与率はわずか 0.4% と小さいことが示唆されて
いる 27。朝食をとること、自転車に乗ること、十分な睡眠など、あまりメディアに
注目されない多くの一般的な行動が精神的幸福度により密接に関わっているのであ
る（図 14 参照）。マイナス要因のうち、スクリーンタイムが若者の幸福度に与え
る影響はいじめられる影響の 4 分の 1 程度である。

0.25-0.25 -0.20 -0.15 -0.10 -0.05 0.05 0.10 0.15 0.200

特定の行動が青少年の精神的健康に及ぼす影響

規則正しく朝食をとる

自転車に乗る

十分に睡眠をとる

果物を食べる

テクノロジーを利用する（スクリーンタイム）

過度な飲酒をする

眼鏡をかける

いじめられる

スクリーンタイムの影響はいじめられる影響の4分の1程度
図 14：8 種類の行動と若者の精神的幸福度の繋がり

注：グラフは英国ミレニアムコホート調査に基づく特性曲線分析の標準化係数の中央値を
示している。13～ 15歳の女子5,926人、男子5,946人、主たる育児者10,605人
を対象とした調査。テクノロジーの利用は、テレビ視聴、デジタルゲーム、ソーシャルメ
ディア利用、コンピュータ所持、インターネット利用に関する5つの質問によって測定
している。
出 典：Orben,AmyandAndrewK.Przybylski, 'Theassociationbetween
adolescentwell-being and digital technology use', NatureHuman
Behaviour,vol.3,no.2,February2019,pp.173–182.

子どもの人間関係
子どもたちに自分の幸せにとって重要
なことは何かを尋ねてみると、質の高
い人間関係を強調する 28。これは、家
族や友人、学校の人間関係が良好であ
る場合、1 つ以上の側面で幸福度が高
くなることを示す調査結果とも一致し
ている 29。

家族との関係
子どもの家族関係に関し、比較できる
データは少ない。欧州諸国のほとんど
とカナダをカバーする「学齢児童の健
康動態調査（HBSC）」では、家族か
ら支援やサポートを受けている実感に
ついて、11 歳、13 歳、15 歳の子ど
もに「家族が助けようとしてくれるか」

「必要とする精神的な支援やサポート
を家族から得ているか」「家族に問題
を話すことができるか」「家族は進ん
で意思決定の手助けをしてくれるか」
という 4 つの質問をしている。

ここでは、家族関係の質の指標として
これら 4 つの質問の回答を平均し、中
間点未満だった子ども（平均して「そ
う思う」よりも「そうは思わない」と
回答する傾向が高い子ども）は家族関
係の質が低いと定義した。本報告書に
含まれる 35 カ国・地域では、家族関
係の質が低い子どもの割合はハンガ
リー、オランダ、ノルウェーで 6%、
ブルガリアで 30% 以上と開きがあっ
た。

23イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 3 章 　 子 ど も の 世 界



図 15 は、家族関係の質と子どもの情
緒的幸福度の関係を示している。情緒
的幸福度は、気分が落ち込む頻度、苛
立ったり不機嫌になったりする頻度、
不安を覚える頻度、不眠の頻度に関す
る 4 つの質問を通して測定した。その
結果、すべての国で、サポートしてく
れる家族関係であると答えた子どもは
情緒的幸福度がより高い傾向が見られ
た。また、ルクセンブルクやポルトガ
ルなどの一部の国は、アイスランドや
スコットランド（英国）などに比べ、
家族関係と情緒的幸福度の間により強
い関係が認められた。

友人との関係
友人との関係は、子どもが成長するに
つれて重要度が増していく 30。しかし、
友人関係の質に関し、対象 41 カ国を
網羅する有効な指標は存在しない。こ
の点でも重要なエビデンスが欠けてい
る。しかしながら、PISA 調査では子
どもたちの学校におけるいじめの経験
に関する情報も収集している。また、
特に欧州諸国の一部については、いじ
めの経験と子どもの主観的幸福度に関
連があることも分かっている 31。

1009080706050403020100

情緒的幸福度が高い子どもの割合

家族のサポートがより多い子ども家族のサポートがより少ない子ども
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リトアニア
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フィンランド
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チェコ
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スウェーデン

マルタ
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イスラエル

ギリシャ
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すべての国において家族のサポートがより少ない子どもは情緒的幸福度がより低い傾向
が見られる
図 15：15 歳の子どもの家族関係の質の違いと情緒的幸福度

注：データのないデンマークおよび10%以上デー
タが欠けているイングランド（英国）、スロバキア、
ウェールズ（英国）は除外。（1）家族は本当に自
分を助けようとしてくれる、（2）必要とする精神
的な支援やサポートを家族から得ている、（3）家
族に自分の問題を話すことができる、（4）家族は
進んで意思決定の手助けをしてくれる、という4
つのステートメント形式の質問ごとに、どの程度
そう思うかを子どもたちに尋ね、その回答を平均
化して指標を作成した。この指標に関して中間点
未満だった子ども（平均して「そう思う」よりも「そ
うは思わない」と回答する傾向が高い子ども）の
割合が図に示されている。一方、情緒的幸福度の
指標は、気分が落ち込む頻度、不安を覚える頻度、
不眠の頻度、苛立ったり不機嫌になったりする頻
度に関する4つの質問に基づいて作成された。週
に1回以上こうした経験を1つ以上している子ど
もは情緒的幸福度が低いと分類されている。イン
グランド（英国）、スコットランド（英国）、グリー
ンランド（p<0.05）を除くすべての国で有意な
差（p<0.01）が見られた。
出典：HealthBehaviourinSchool-aged
Children(HBSC)2017/18.
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「レポートカード 15」で報告されてい
る通り、いじめは多くの国で学業成績
の低さにも繋がっている 32。また、米
国や英国などの研究によれば、いじめ
られた経験は長期的な影響をもたら
し、50 歳になっても人間関係と精神
的・身体的健康の両面でマイナスの影
響があることが分かっている 33。

図 16 は、15 歳の子どもについて、
頻繁ないじめ（6 つの形態のうち少な
くとも 1 つ以上のいじめを学校で月
に数回以上経験している場合と定 
義 34）と生活満足度の関係を示してい
る。いずれの国においても、頻繁にい
じめを受けた子どもは、そうでない子
どもに比べ、平均生活満足度が低く
なっており、米国や英国などの一部の
国は、ブルガリアやリトアニアなどに
比べ、その差が大きくなっている。
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頻繁にいじめを受けている子どもの方が生活満足度が低い
図 16：15 歳の子どものいじめの頻度と生活満足度

注：「過去12カ月に学校で次のようなことをどの
くらい経験したか」という質問に対し、「他の生徒
から仲間外れにされた」、「他の生徒にからかわれ
た」、「他の生徒におどされた」、「他の生徒に自分
の持ち物を取られたり壊されたりした」、「他の生
徒にたたかれたり、押されたりした」、「他の生徒
に意地の悪いうわさを流された」の 6つを挙げ、
このうち少なくとも1種類以上のいじめを月に数
回以上経験したと回答した子どもを「頻繁にいじ
めを受けた」と定義した。データのないキプロス
および生活満足度に関する項目を実施していない
オーストラリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、
イスラエル、ニュージーランド、ノルウェーは除外。
すべての国で有意な差（p<0.01）が見られた。
出典：ProgrammeforInternationalStudent
Assessment(PISA)2018.
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学校とのつながり
学校への帰属意識が強い子どもは学力
が高い傾向にある。学校はほとんどの
子どもたちにとって生活の大部分を占
める場所であることから、学校への帰
属意識などの側面が生活満足度にも影
響すると考えるのは当然と言える。実
際、PISA 調査では、ほとんどの国で
学校への帰属意識が学力と生活満足度
にプラスに結びついていることが分
かっている。図 17 は、先進国 33 カ
国の 15 歳の子どものうち、「学校の

一員だと感じている」というステート
メント形式の質問に対して「その通り
だ」と回答したグループと「その通り
でない」と回答したグループの読解力
と数学的リテラシーの習熟度および生
活満足度の差を示している。1 カ国を
除くすべての国で、学校への帰属意識
が高い子どもの方が読解力と数学的リ
テラシーの基礎的習熟レベルに達して
いる割合が高く、特に韓国においてそ
の傾向が顕著だった。唯一の例外が
ルーマニアで、帰属意識の低い子ども

の方が基礎習熟度に達している割合が
高かった。また、学校への帰属意識の
高い子どもの方が生活満足度が高いと
回答する割合が大きい傾向が、リトア
ニアでは大きな差は認められなかった
ものの、データを入手できたすべての
国で見られた。概して、学力よりも生
活満足度の方が学校への帰属意識との
関連性が高いように思われる。
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図 17：学校への帰属意識が高い子どもと低い子ども（15 歳）の学力と生活満足度の差

注：データのないキプロスおよび15歳の子どもの20%以上が調査対象に含まれていないメキシコとトルコは除外。スペインは読解力テストの点数に関するデー
タがなく、イスラエルは帰属意識に関する項目を、オーストラリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、イスラエル、ニュージーランド、ノルウェーは生活満足度に
関する項目を実施していない。習熟度に関してはブルガリア（ns）を除くすべての国で有意な差（p<0.01）が見られ、生活満足度に関してはすべての国で有意な
差（p<0.01）が見られた。
出典：ProgrammeforInternationalStudentAssessment(PISA)2018.
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コラム 4　「保護」と「供与」だけでは不十分
―子どもたちには「参加」も必要

子どもたちが意見を表明する機会をもち、意思決定に参加
することは非常に重要であり、国連子どもの権利条約第 12
条にも明記されている。こうした機会は、子ども時代の幸
福度のためにもおとなへと成長していく上でも必要不可欠
なものである。保護者をはじめとするおとなたちは、子ど
もたちの成長に合わせて子どもの保護と適度な自主性のバ
ランスを調整していく必要がある。安心感の影響を除いて
も、自由を享受しているという満足感は子どもの主観的幸
福度に影響している 35。

参 加（Participation） は、 保 護（Protection） や 供 与
（Provision）とともに、子どもの権利条約の「3 つの P」
の 1 つである。しかしながら、他の 2 つに比べ、参加につ

いてはデータを収集している国際的な調査がほとんどない。
参加に関するデータがある国は数カ国しかないが、そうし
た国を見てみると、自分の意見が聞いてもらえている実感
は国によって大きな開きがある。「家庭での意思決定に参加
させてもらえるか」という質問に「全くそう思う」と答え
た子どもの割合は、ベルギーおよびイタリアの一部ならび
にスイスでは 2 分の 1 に満たないが、ルーマニアでは 3 分
の 2 に上る。また、「学校での意思決定に参加させてもら
えるか」という質問に対して「全くそう思う」と答えた子
どもの割合は、6 カ国・地域で 2 分の 1 以上に上る一方、
イタリア（リグリア）と韓国では 5 分の 2 未満に留まって
いる。
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多くの子どもは家庭や学校での意志決定において意見を聞かれていないと感じている
図 18：家庭および学校で意思決定に参加している子どもの割合

注：「そうは思わない」、「少しそう思う」、「まあまあそう思う」、「とてもそう思う」、「全くそう思う」の5つの選択肢から回答を選ばせる質
問に対する10歳の子どもの回答。グラフは、それぞれの質問に「全くそう思う」と回答した子どもの割合を示している。
出典：Children’sWorlds,2017–2019.
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本章では、子どもの幸福度に影響が浸
透する可能性のある様々な要素を含む

「子どもを取り巻く世界」を検討する。
そこには、子どもに最も近いおとなた
ちのネットワーク、家庭の資源、近隣
地域の質などが含まれる。

子どもを取り巻くネットワーク
子どもを取り巻く人間関係ネットワー
クは、必ずしも子どもが直接経験しな
いものであっても、その幸福度に影響
を及ぼしている。第 3 章で取り上げ
た「子どもが直接関与する人間関係」
とは対照的に、ここでいう「ネットワー
ク」は子どもに最も近いおとな、特に
保護者が構築した関係を意味する。こ
れには、家族支援ネットワーク、保護
者とその仕事あるいは子どもの学校と
の関係も含まれる。残念ながら、こう
した関係を子どもの幸福度の結果と合
わせて調査した国際調査がなく、両者
の関係性をデータで示すことはできな
かった。

保護者への支援
社会的支援ネットワークが不足してい
る家族は、困難な状況への対処が難し
いと考えられる。これは、子どもたち
の幸福度にマイナスの影響を及ぼす可

第 4章
子どもを取り巻く世界

子どもの世界

子どもを取り巻く世界

より大きな世界

結　果

行　動

人間関係

ネットワーク

資　源

政　策

状　況

各国内で身近な環境がどのように子どもの幸福度の違いをもたらすのか
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能性がある。そのため、社会的ネット
ワークを通した家族へのインフォーマ
ルな支援の存在は、子どもの健全な発
達を守る要因と見られることが多い36。

図 19 は、子どもの面倒をみるための
手助けが必要な場合に、家族、友人、

サービス提供者から支援が得られると
答えた保護者の割合を示している。グ
ラフは家族または友人から支援が得ら
れると答えた保護者の割合が高い順に
並べられている。誰からも支援が得ら
れないと答えた保護者の割合は少ない
が、最も少ないブルガリア、ギリシャ、

リトアニア、ポーランド、スロベニア
では 100 人に 1 人未満なのに対し、
最も高いルクセンブルクとベルギーで
は 100 人に 10 人以上と開きがあっ
た。

注：データが入手できたのはEU加盟国27カ国、トルコ、英国のみ。オリジナルの質問は「子どもの面倒をみるための手助けが必要な場合、誰に支援を頼みますか？
最も重要な依頼相手を選択してください」というもの。グラフは家族または友人から支援が得られると答えた保護者の割合が高い順に並べられている。
出典：EuropeanQualityofLifeSurvey2016
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図 19：家族、友人、サービス提供者の支援が得られる保護者の割合
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保護者にかかる仕事のプレッシャー
非自発的失業により働いていないこと
は経済的にも社会的にも損失だが、幸
福度の観点からは働き過ぎも同様に問
題である。働き過ぎは個人にとっても
その周囲の人間関係にとっても有害な
ものとなり得る。時間外労働が常態化

している文化では、（子どもの有無に
関係なく）すべての労働者が仕事を優
先するだろうとの期待につながる。長
時間労働や仕事のストレスによって、
保護者が子どもと関わる時間やエネル
ギーを奪われることもある。実際、長
時間労働が行われている国ほど、仕事

にかかる時間のために家族の責務を果
たせないと感じる労働者が多くなって
いる（図 20 参照）。図の 24 カ国の平
均では、39% の労働者が毎月数回以
上、家族の責務を果たせないと感じて
いる。仕事と家庭のバランスに苦労し
ている労働者の割合は国によって開き

注：「本業の週間平均労働時間」には、有給か無給かに関わらず、時間外労働も含まれている。「家族の責務を果たすことに苦労している割合」は、「仕事に時間を
取られて家族の責務が果たせないと感じたことがある」という設問に対し、「月に数回以上」と回答した労働者の割合を示している。仕事と家庭のバランスに関する
データが入手できたのは EU加盟国27カ国、トルコ、英国のみ。ブルガリア、クロアチア、キプロス、マルタ、ルーマニアは長時間労働に関するデータが入手で
きなかった。
出典：仕事と家庭のバランスについてはEuropeanQualityofLifeSurvey2016、長時間労働についてはOECD（2017）basedonLabourMarket
Statistics,2016または入手可能な最も直近のデータ
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家族の責務が果たせないのは長時間労働と関係している
図 20：欧州諸国における仕事と家庭のバランスに苦労する労働者の割合と平均労働時間
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があり、最も割合の低いデンマークで
回答者の 4 分の 1、最も高いトルコで
3 分の 2 以上だった。

保護者と学校の関係
保護者と子どもの学校の関係も、子ど
もを取り巻くネットワークの重要な一
要素である。

図 21 では、保護者が「教員から意見
を求められているか」、「注意が払われ
ているか」、「全員が平等に扱われてい
るか」という 3 つの質問に 1 から 10
のスケール（満足していないから最も
満足している）で評価した回答の平均
を示している。これらの関係に対する
満足度は、最も低いトルコで 6.8、最
も高いブルガリア、アイルランド、マ
ルタでは 8.3 であった。

子どもが利用できる資源
良い子ども時代を過ごすには、子ども
をサポートする資源が家庭にも地域に
も十分に備わっていることが重要であ
る。

家庭の資源
子どもが家庭で利用できる物的資源
は、認知の発達、身体的健康、主観的
幸福度など、さまざまな面で子どもの
幸福度に影響を及ぼす可能性がある。
家庭の資源と言った場合、コンピュー
タを所有しているか、自分専用の部屋
があるかなど、その子ども個人の資源
を意味することもあれば、自家用車が
あるか、休暇を楽しむ経済的余裕があ
るかなど、より広く家族全体の資源を
意味することもある。資源の不足はさ
まざまな経路を経て子どもに影響を与
える可能性があり、例えば家庭の貧困
状態は、入手できる食品の種類や運動
のパターンなど、さまざまな要因が働
いて高い過体重・肥満率に繋がってい
ることが研究で示されている 37。

注：データが入手できたのは EU加盟国27カ国、トルコ、英国のみ。グラフは（1）教員から注意が払わ
れているか、（2）子どもの教育に関して情報が共有され意見を求められているか、（3）地域の教育サービ
スにおいてすべての人が平等に扱われているか、の３つについて、保護者にそれぞれ満足度を尋ねた質問の
回答の平均を示している。
出典：EuropeanQualityofLifeSurvey(EQLS)2016.
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図 21：保護者は子どもの学校との関係をどう捉えているか？

31イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 4 章 　 子 ど も を 取 り 巻 く 世 界



資源の不足は学力習得の妨げともなり
得る。例えば、図 22 は勉強に役立つ
本が家にあるかどうかで 15 歳の子ど
もを 2 つのグループに分け、それぞ
れ読解力と数学的リテラシーで基礎的
習熟度に達している割合を示したもの
だが、ほとんどの国で 2 つのグルー
プの間にかなり大きな差が認められ
た。

地域
子どもから見ると、環境は近隣の地域、
特に自分たちが時間を過ごし遊ぶ場所
から始まる。比較できる関連データは
少 な い が、Children’s Worlds の 調
査において一部の国については、地域
に関する子どもの意見が収集されてい
る。

図 23 は、地域に遊び場がある子ども
の方が遊び場のない子どもより幸せで
ある傾向を示している。「地域に十分
な遊び場があるか」という質問に対し、
エストニアとスイスでは 10 人中 7 人
の子どもが「全くそう思う」と回答し
ているが、韓国ではその割合が 3 分
の１に留まった。同じ子どもたちにど
の程度幸せと感じているか質問したと
ころ、地域に遊び場があると回答した
子どもの方がないと回答した子どもよ
りも幸せであると回答している。韓国
やイスラエルでは、2 つのグループの
平均幸福指数の差は（11 段階で）1
ポイント以上あった。
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図 22： 読解力および数学的リテラシーが基礎的習熟レベルに達している 15 歳の子ど

もの割合と家庭における勉強に役立つ本の有無

注：子どもたちに学校の勉強に役立つ本が家にあるかを尋ねた。習熟度の尺度は第3章と同じ（図10参照）。
イスラエル（p<0.05）を除くすべての国で２つのグループに有意な差があった（p<0.01）。
出典：ProgrammeforInternationalStudentAssessment(PISA)2018.
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注：データは10歳の子どもに関するもの。1つ目のグラフは「私の住む地域には、遊ぶ場所や楽しい時間を過ごせる場所が十分にある」というステートメント形
式の質問への回答を示している。2つ目のグラフは、その質問に「全くそう思う」と回答した子どもとそれ以外の子どもが過去2週間にどのくらい幸福と感じてい
たか（0～10）の平均値を示している。すべての国で99%レベルの有意な差が見られた。
出典：Children’sWorldssurvey,Wave3,2017-19
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および「全くそう思う」と回答した子どもとそれ以外の子どもの平均幸福指数
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人間関係

ネットワーク

資　源

政　策

状　況

なぜある国の子どもの幸福度は他の国より高いのか

子どもの世界と子どもを取り巻く世界
の考察では、おなじ国の中でどのよう
に子どもの幸福度の違いが生じるのか
を明らかにすることができた。しかし、
子どもたちの子ども時代の経験は、社
会的な空白の中にあるわけではない。
それは、子どもたちが暮らす社会に根
付いているものなのである。
そのため、本章では焦点を「子どもの
幸福度を支える国の条件」としてのよ
り大きな世界（分析枠組みの外側 2 層）
に広げ、国によって子どもの幸福度に
差が生じる理由を探る。
外側から 2 つ目の円（政策）に関し
ては、子ども向けのサービスの提供に
関する国の社会政策、教育政策、保健
政策の成果に目を向ける。また最も外
側の円（状況）では、大気の質や社会
的サポートのレベルなど、全般的な生
活の質に関することに焦点を当てる。
政策や状況の国際比較は、国によって
子どもの幸福度の結果が違う理由を理
解するための土台となる。

政策
外側から 2 つ目の円（政策）は、子
どもの現在と将来の幸福度に影響を与
える可能性がある、子どもとその家族
が享受する利益とサービスを示してい
る。ここで焦点を当てた 3 つの政策
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分野（社会政策、教育政策、保健政策）
は相互に関連しており、相互に影響し
合う場合もある。例えば、低出生体重
は保健政策の指標として用いられる
が、貧困削減政策の影響も受けている。

社会政策
政府は社会政策によって子どもの幸福
度を支えることができる。一例を挙げ
れば、育児中の保護者を支援する家族
政策がある。ここでは、そうした政策
のひとつとして育児休業を検討した。
さらに、子どものいる世帯の税引き後・
移転後の世帯間所得配分の観点から社
会政策を反映する、子どもの相対的貧
困率についても分析した。

育児休業
家族政策は倫理、社会、医療、教育、
経済、人口の観点から重要と言える。
産前・産後休業は子どもと母親の絆を
強めるとともに、女性の出産準備や産
後の回復の一助となり、母乳育児の促
進にも繋がる。また、十分な手当が支
払われ、雇用が保障される育児休業期
間は、取得の権利を有する社員の収入
と労働市場への関わりを維持すること
ができる。しかし、柔軟性や所得補償、
ジェンダーバランスの面で課題が残る
休業制度の場合、女性のキャリア展望
はもちろん、程度は小さいながら男性
のキャリア展望にもマイナスの影響を
及ぼす可能性がある 38。

父親が割り当てられた育児休業を取得
すれば、父母との接触という子どもの
権利条約に認められた権利を子どもに

保障し、子どもと父親の絆を深めるこ
とができる。また、育児休業を取得し
た父親は休業終了後も長期にわたって
育児に関わる傾向が高いため、家族の
安定性が高まることも期待できる 39。

しかし、父親の育児休業制度の導入後
初期は、仕事上あるいは文化的な障害
によって休業取得が阻まれる可能性が
ある 40。そのため、本報告書の対象
41 カ国中 35 カ国では、取得を奨励
する観点から、父親が取得しなれば割
り当てられた休業が消滅するように制
度設計されている。例えば、アイスラ
ンドでは子どもの父母と接触する権利
を反映するため、父親と母親が子ども
の乳児期にそれぞれ 3 カ月以上休業
を取得できるよう家族法が改正されて
いる 41。図 24 は給与と同等の給付が
受けられる日数に換算した法定育児休

注：中間の水色の棒グラフ（母親が取得できる育児休業）は、産前産後休業と母親が取得でき父親には割り当てられていない有給育児休業の合計期間を示している。
濃い青色の棒グラフは、使わなければ消滅するという形で父親に割り当てられている育児休業である。なお、いずれも給与と同等の給付が受けられる日数に換算し
た休業週数を示している。例えば、母親の育児休業が20週で、通常の給与の50%が給付される場合、給与と同等の給付が受けられる日数に換算すると10週と
なる。
出典：OECDFamilyDatabase
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業週数を示しているが、1 年以上の休
業が認められている国もある一方、米
国では法定休業はないなど、国によっ
て大きな開きがある。平均では、父親
に割り当てられている育児休業期間は
全体の 10% に留まる。

本報告書の対象国の多くにおいて家族
構成が多様化している。こうした多様

化の多くは、ひとり親家庭、ステップ
ファミリー、2 世帯家庭（子どもが父
母の家に交互に暮らす家庭）の割合の
増加、一方または両方の親が長期間海
外で働く割合の増加、同性パートナー
に関する新たな権利の導入などによる
もので、家族政策にもこうした変化が
徐々に反映されてきている。例えば、
カナダとスペインでは 2019 年、同性

カップルの双方に育児休業が認められ
るようになった 42。

子どもの貧困
貧困の中で育つ子どもはしばしば高い
代償を支払っている。貧困家庭の子ど
もは、認知的・社会情緒的な発達がよ
り低く、成人後も健康状態がより悪い
傾向がある 43。ここでは、世帯人数・

注：子どもの相対的貧困率は、世帯の可処分所得（税金等を引き所得移転を加えた額を世帯人数・構成で調整した所得）がその国の中央値の60%に満たない世帯
に暮らす子どもの割合。等価スケールは、世帯の1人目のおとなを1人、その他の14歳以上の家族をそれぞれ0.5人、13歳以下の家族をそれぞれ0.3人として
調整。データは2018年、ただしカナダ、チリ、ニュージーランド、トルコは2017年、オーストラリア、アイスランド、イスラエル、米国は2016年、日本は
2015年。
出典：EU-SILC,HILDAwave17( オーストラリア ),ENIGH,HouseholdEconomicSurvey( ニュージーランド )estimatestakenfromPerry,B
(2017),CanadianIncomeSurvey(estimatesfromL.WollfandD.Fox),LuxemburgIncomeStudy( イスラエル , メキシコ , チリ , 米国 ),
combineddataofHouseholdIncomeandExpenditureSurveyandFarmHouseholdEconomySurvey(Korea),courtesyofStatisticsKorea
andtheKoreanCommitteeforUNICEF.　日本のデータは「国民生活基礎調査（平成28年）」から阿部彩氏（東京都立大学）推計。

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2008年2018年（またはデータ入手可能な最新年） 2014年

10
.4

11
.0

11
.0

11
.1

11
.5

11
.7

13
.0

13
.1

13
.2

13
.8

14
.5

15
.2

15
.8

17
.3

17
.5

17
.5

18
.8

19
.0

19
.0

19
.2

19
.3

19
.7

19
.9

20
.5

20
.6

21
.0

21
.4

22
.7

22
.7

23
.9

24
.1

24
.4

26
.2

26
.6

26
.8

27
.2

27
.6

30
.0

32
.0

32
.0

33
.0

平均： 20%

ト
ル
コ

ル
ー
マ
ニ
ア

イ
ス
ラ
エ
ル

米
国

メ
キ
シ
コ

チ
リ

ス
ペ
イ
ン

ブ
ル
ガ
リ
ア

イ
タ
リ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

英
国

リ
ト
ア
ニ
ア

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

ギ
リ
シ
ャ

マ
ル
タ

カ
ナ
ダ

ベ
ル
ギ
ー

ス
ロ
バ
キ
ア

フ
ラ
ン
ス

ク
ロ
ア
チ
ア

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ス
イ
ス

ポ
ル
ト
ガ
ル

日
本

ラ
ト
ビ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

キ
プ
ロ
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

エ
ス
ト
ニ
ア

ド
イ
ツ

ハ
ン
ガ
リ
ー

ノ
ル
ウ
ェ
ー

オ
ラ
ン
ダ

ポ
ー
ラ
ン
ド

ス
ロ
ベ
ニ
ア

韓
国

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

デ
ン
マ
ー
ク

チ
ェ
コ

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

子
ど
も
の
貧
困
率

半数近くの国で、5人に1人以上の子どもが貧困状態で暮らしている
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構成の違いを調整した世帯所得がその
国の中央値の 60% に満たない世帯に
暮らす子どもを、相対的に貧困である
と定義している。この指標は、税と所
得移転の制度が、子どものいる世帯が
貧困に陥ることを防止することにどの
程度有効であるかを示している。その
意味でここでは子どもの貧困を、複数
の社会政策の結果と捉えている。

2018 年、子どもの相対的貧困率は、

対象 41 カ国全体の平均で 20%、最
も低いアイスランドで 10%、最も高
いトルコで 33% だった（図 25 参照）。
しかし、経済状況のセクションで後述
する通り、子どもの相対的貧困率が最
も低い国（アイスランド、チェコ、デ
ンマーク）が、必ずしも所得格差が最
も小さな国（スロバキア、スロベニア、
チェコ）であるとは限らない（図 35
参照）。これには、人口構成の違いに
加え、旧共産国に比べて北欧諸国は子

どものいる世帯を対象とした公的支出
が多いといった理由もある（図 26 参
照）。もっとも、公的支出の金額だけ
でなく、その使い方も重要である。税
制上の優遇措置を導入した結果、中流
家庭や裕福な家庭の方が恩恵を受ける
おそれもある。逆に、質の高い公共サー
ビスは、十分に利用しやすく、経済的
にも負担可能であれば、すべての子ど
もとその家族を支援することができ
る。

出典：OECDSocialExpenditureDatabase,2015.

現金給付 サービス（現物給付） 税の優遇措置

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

対
G
D
P
比

平均：2.4%（対GDP比）

ト
ル
コ

ギ
リ
シ
ャ

メ
キ
シ
コ

米
国

ス
ペ
イ
ン

韓
国

ポ
ル
ト
ガ
ル

日
本

カ
ナ
ダ

チ
リ

リ
ト
ア
ニ
ア

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ポ
ー
ラ
ン
ド

オ
ラ
ン
ダ

ラ
ト
ビ
ア

イ
ス
ラ
エ
ル

ス
イ
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ス
ロ
バ
キ
ア

イ
タ
リ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

オ
ー
ス
ト
リ
ア

チ
ェ
コ

エ
ス
ト
ニ
ア

ド
イ
ツ

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ベ
ル
ギ
ー

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

デ
ン
マ
ー
ク

ハ
ン
ガ
リ
ー

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

英
国

フ
ラ
ン
ス

先進国の家族関係支出は平均で国内総生産（GDP）の2.4%－うち半分がサービス
図 26：現金給付、サービス、税の優遇措置を通した家族向け公的支出（2015 年）

37イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 5 章 　 よ り 大 き な 世 界



コラム 5　英国の貧しい子どもたちは
肥満やスキルが低い確率がより高い

貧困とは、単に経済的に困窮していることを意味するもの
ではない。貧困は子どもたちの生活のその他の面にも波及
するものである。ここでは、貧困がうつ状態、肥満、語彙
力に及ぼす影響を考察した。これらは、幸福度の分析枠組
みの中心部分の３つの側面である精神的幸福度、身体的健
康、スキルにそれぞれ対応している（表 1 参照）。考察に
当たり、2000 年代前半に生まれた数千人の子どもを 20
年近くにわたって追跡した英国の調査データを利用した。

子どものいる家庭を 5 つのグループに分類して 14 歳時点
の状況を比較したところ、最貧困グループの子どもは最富
裕グループの子どもよりも語彙力が低い確率が 2.6 倍、肥
満である確率が 1.8 倍であることが分かった。所得とうつ
状態に関してはそこまで明確な繋がりは認められなかった。

これらの傾向が経時的に変化したかを確認するため、計６
回の特定の時点（9 カ月、3 歳、5 歳、7 歳、11 歳、14 歳）
のうち何回貧困状態にあったかに応じて 14 歳の子どもた
ちをグループ化した。その結果、貧困期間が長い子どもの
方が語彙力も低いことが分かった（図 27 参照）。この影響
は蓄積されるもので、貧困に分類された回数が多いほど語
彙力が低い傾向を示している。これはおそらく、習得した
スキルに基づいて新たなスキルを習得するからだと考えら
れる。また、貧困を経験した子どもは、14 歳時点で肥満に
なる確率が有意に高く、うつ状態にもなる確率もわずかな
がら高い傾向が認められた。ただし、うつ状態については、
貧困による影響の蓄積を示すエビデンスは比較的弱かった。
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図 27：家庭の貧困状態の推移と 14 歳時点の結果：語彙力、肥満、うつ状態（英国）

注：英国の14歳の子どものデータ。語彙スコアは20項目の語彙認識テストに基づいて測定。肥満はBMI30超と定義。うつ状態は気分と
感情に関する13項目の質問票で12点以上と定義した。分析に当たり、調査設計と重み付け調整も考慮した。グラフ内の数値は年齢（0.1
年刻み）、性別、民族の影響を調整済みの限界効果。貧困の定義は「調整済み世帯所得が国の中央値の60%に満たない」としている。
出典：MillenniumCohortStudy,UnitedKingdom,2000–2016.
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教育政策
就学前教育・保育への参加
質の高い公的な保育サービスは、公式
学校教育が始まる前の社会経済的に不
利な状態を低減する一助となる 44。ま
た、刺激のある社会・学習環境を提供
することもできる。持続可能な開発目
標においても、すべての子どもが小学
校に入学する年齢より 1 年前の時点
で体系的な学習に参加しているように
することが掲げられている。図 28 は、
17 カ国において 5% 以上の子どもが
就学前教育・保育を受けていないこと

を示している。そのうち、ルーマニア
（17%）、スロバキア（18%）、トルコ
（32%） の 3 カ 国 は、 そ の 割 合 が
15% 以上に上る。

さらに低年齢では、就学前教育・保育
参加率はかなり低い。欧州全体（EU
加盟国 27 カ国、アイスランド、ノル
ウェー、スイス、英国）では 3 歳未
満の子どもがいる保護者の 15% が保
育施設を利用したくとも利用できない
状態にある。その主な原因として、施
設の利用可能性と費用負担の問題が挙

げられる。ただし、参加率と満たされ
ていない保育ニーズは必ずしも符号し
ない。3 歳未満の子どもの 70% が体
系的保育サービスを利用しているデン
マークでは、保護者の 6% が保育ニー
ズが満たされていないと言っている
が、この割合は体系的保育の参加率が
5% しかないチェコとほぼ同じであ
る。欧州諸国全体では、4 歳未満の子
どもの保護者の約半分が保育サービス
を必要としないと言っている。これに
は保育に関する文化の違いや嗜好も一
部反映されている。

注：棒グラフは 2017年または入手可能な最新年（ブルガリア、カナダ、クロアチア、マルタ、ルーマニア、米国は 2016年、キプロスは 2015年、日本は
2013年、「レポートカード15」より）のデータ。小学校に入学する年齢より1年前の時点で体系的な学習に参加している子どもの割合は、持続可能な開発目標の
指標のひとつとなっている。
出典：UnitedNationsEducational,ScientificandCulturalOrganization(UNESCO).DataforNewZealandfromUnitedNationsStatistics
Division.
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図 28：小学校に入学する年齢より 1 年前の時点で体系的な学習に参加している子どもの割合

39イ ノ チ ェ ン テ ィ 　 レ ポ ー ト カ ー ド 　 1 6

第 5 章 　 よ り 大 き な 世 界



注：保育の「ニーズが満たされない」割合は、「保育所を（もっと）利用したいか」という質問に基づいて評価している。アイスランドとマルタはデータなし。
出典：EUStatisticsonIncomeandLivingConditions(EU-SILC)survey2016(forSwitzerland,thelatestavailabledatawerefrom2014).

注：過去12カ月に公式の保育サービスを受けた12歳未満の子どもを持つ保護者に限定して、保育満足度（0を「最低」、10を「最高」とする0から10までの
段階で評価）を尋ねた。子どもの就学前教育・保育参加率は欧州所得・生活状況調査（EU-SILC）のデータに基づいて EU統計局（Eurostat）が試算した数値。
トルコは参加率のデータなし、アイスランドは2015年のデータ。
出典：EuropeanQualityofLifeSurvey(EQLS)2016;Eurostat,‘ChildreninFormalChildcareorEducationbyAgeGroupandDuration–%
over thePopulationofEachAgeGroup –EU-SILCSurvey’,<https://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=ilc_
caindformal&lang=en>,accessed24February2020.
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欧州の22カ国において10人中1人の保護者は保育ニーズが満たされていない
図 29：欧州諸国における保育ニーズが満たされない 3 歳未満の子どもの保護者の割合

保育満足度が高い国は就学前教育・保育参加率が高く、負担可能な費用
図 30：就学前教育・保育参加率および費用負担感に照らした保育満足度
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国レベルでは、就学前教育・保育参加
率はサービス満足度と正の相関関係に
ある（図 30 参照）。これは、就学前
教育・保育サービスを肯定的に捉えて
いる保護者の方がサービスを利用する
可能性が高いからとも言える。一方、
高額な費用負担は抑制要因になり得
る。欧州諸国 29 カ国（EU 加盟国 27
カ国、トルコ、英国）全体の平均では、
就学前教育・保育サービスを利用した
保護者の 40% が費用負担が重すぎる
と感じている。国ごとに比較すると、
就学前教育・保育費用負担が苦しいと
感じる保護者の割合は、最も低いス
ウェーデンで 3%、最も高いトルコで
78% と開きがあった。

就学、就労、職業訓練の	
いずれも行っていない若者
就学も就労もしていない若者は、おと
なとしての生活の始めからより困難な
スタートを切る可能性が高い。この状
況をモニタリングする指標のひとつ
に、就学、就労、職業訓練のいずれも
行っていない 15 ～ 19 歳の若者（ニー
ト）の割合がある。ニート率は 2010
年から 2018 年にかけて 37 カ国中
30 カ 国 で 改 善 し て き た。 こ れ は、
2008 年のリーマンショックが収束し
た結果によるところが大きい。しかし
ながら、トルコ、メキシコ、ブルガリ
ア、チリ、イタリアではいまだ 10 人
に 1 人以上の若者が就学も職業訓練

も受けておらず、就労もしていない状
態にある。

保健政策
予防接種
子どもの健康についてのある種の成果
は、油断を招く場合もある。その一例
として、予防接種の普及によるはしか
の集団免疫が挙げられる。はしかの蔓
延が過去のものとなった一部の地域で
は、予防接種率が下がって再び子ども
たちが危険にさらされているところも
ある。近年では、チェコ、ギリシャ、
英国など、世界で最も豊かな国ではし
かの集団免疫が失われている 45。

注：棒グラフは2018年または入手可能な最新年（チリは2015年）のデータ。
出典：DataforBulgaria,Croatia,Cyprus,MaltaandRomania:Eurostat2018.Dataforremainingcountries:OrganisationforEconomicCo-
operationandDevelopment(OECD)FamilyDatabaseTablePF2.1.B(updated26October2017).
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5カ国において10人に1人以上の若者が就業も就労もしていない
図 31：就業、就労、職業訓練のいずれも行っていない 15 ～ 19 歳の若者（ニート）の割合
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予防接種率は、子どもの予防保健サー
ビスの利用可能性と費用負担可能性を
測る指標として一般的に使われてい
る。しかしながら、反ワクチン運動の
高まりもあり、一部の予防接種率は公
衆衛生に関するコミュニケーションの
有効性を測る指標にもなってきてい
る。予防接種率を見れば、予防接種に
関する情報が一般の人々に十分に伝
わっているか、間違った情報によって
子どもがリスクにさらされていないか
が分かる。また、はしかの 10 件に 1
件は海外渡航中に感染するか、国内で
他国からの来訪者との接触で感染して
いる 46。これは、はしかという予防可
能な病気から子どもたちを守るには国
レベルの予防接種率が高いだけでは不
十分であり、国境を越えた協力が重要

であることを示唆している。

そのため、本報告書では、ポリオや三
種混合ワクチン（ジフテリア・百日咳・
破傷風混合ワクチン）など、子どもの
重要なワクチンの中でも特にはしかワ
クチンに焦点を当てた 47。はしかの予
防接種率は、40 カ国（アイルランド
を除く全対象国）全体の平均で 91%、
最も低いフランスで 80%、最も高い
ハンガリー、メキシコ、韓国で 99%
である。数値のばらつきが三種混合ワ
クチンよりも大きいことから、はしか
の予防接種率は、国家間の差を示すと
いうデータ選定基準（コラム 1 参照）
に合致していると言える。また、比較
可能なデータが入手できた 35 カ国中
14 カ国で、2010 年から 2018 年の

間にはしかの予防接種率が低下してい
ることも分かった（図 32 参照）。

低出生体重
2 つ目の保健政策の指標は、出生時の
体重が 2,500 グラム未満の乳児の割
合である。出生体重は乳児の生存・成
長率を予測する最も重要な要素と考え
られている 48。政策レベルでは、妊娠
中に利用できるサービスの質を測る指
標として用いられる。また、母親の健
康、年齢、栄養、妊娠中の薬物などの
物質使用にも関係するとされている。
上述のしきい値に満たない低出生体重
児の出生率は 41 カ国全体の平均で
7% 近くに上り、その割合は過去 10
年の間ほとんど変わっていない（図
33 参照）。また、低出生体重児出生率

注：各国の予防接種スケジュールに従ってはしかワクチンの2回目（MCV2）を摂取した子どもの割合。2018年のMCV2データが入手できなかったアイルラン
ドは除外。
出 典：WHO/UNICEFestimatesfor2018.See:WorldHealthOrganization,‘Immunization,VaccinesandBiologicals:Data,statisticsand
graphics’,<www.who.int/immunization/monitoring_surveillance/data/en>,accessed24February2020.
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はしか予防接種率は2010年から2018年にかけて14カ国で低下
図 32：はしかワクチンの 2 回目を接種した子どもの割合
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は最も低いアイスランドで 4%、最も
高いキプロスで 10% と、国ごとに大
きな開きがある。

状況
子どもの幸福度を支える国家の状況に
は、経済、社会、環境といった要素が
含まれる。これらの要素の中には、子
どもの健康を害する恐れがある大気汚
染のように、子どもに直接影響を及ぼ
すものもある。また、間接的な影響を

及ぼすものもあり、例えば保護者の失
業は、家族の資源や人間関係にしわ寄
せが及び、その結果として子どもの幸
福度に影響を与えることもある。本章
では、2 つの理由から、すべての人を
対象とする広範な指標を意図して採用
した。第一の狙いは、取り残された子
どもたちなど、調査から漏れることが
多く、データに現れない人の数を可能
な限り減らすことにある。また第二の
理由として、クリーンな環境、健全な

経済、強固な社会基盤は、すべての人
の健全な生活に貢献し、現在と将来の
世代の幸福の基礎となることが挙げら
れる。

経済状況
仕事
保護者の仕事のプレッシャーに関連し
て前章でも触れたように、雇用は必ず
しも幸福度に直結しない。しかし、主
要な要素として分析に含める十分な根

注：棒グラフは2017年または入手可能な最新年（オーストラリア、ベルギー、チリ、フランス、スウェーデンは2016年、ルーマニアは2015年、ドイツは
2013年）のデータ。初年のデータは、トルコ（2012年）とキプロス（2007年）を除き、2010年。
出典：DataforBulgaria,Croatia,CyprusandRomaniaarefrom:WorldHealthOrganizationRegionalOfficeforEurope,EuropeanHealth
InformationGateway,‘%ofLiveBirthsWeighting2500gorMore’,<https://gateway.euro.who.int/en/indicators/hfa_600-7100-of-live-
births-weighing-2500-g-or-more>,accessed7January2020.Datafor remainingcountriesarefrom:OrganisationforEconomicCo-
operationandDevelopment,OECD.Stat,‘HealthStatus:Key indicators’,<https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=HEALTH_
STAT>,accessed7January2020.
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拠がある。仕事は幸福度を高めるリ
ソース、ネットワーク、スキル、自己
の存在意義を提供しうる。失業は、お
となの幸福度に影響を及ぼす最も重要
な継続的要因のひとつであり 49、結果
的に家族関係や子どもの幸福度にも影
響を及ぼす可能性が高い。この問題は、
過去のレポートカードでも、テーマと
して取り上げられている。例えば、「レ
ポートカード 12」では、「子どもたち
は親が失業や所得の減少に耐えている
時には不安やストレスを感じており、
そして、敏感にまた痛々しいほど明ら
かに家庭状況の悪化に苦しんでいる」
と指摘した 50。

すべてのおとなが必ずしも働く能力と
意思を持っているわけではない。本報
告書では、働く意思があって積極的に
求職活動を行っている 15 ～ 64 歳の
失業率を分析した。それにより、育児
のために家庭にいることを選んだ保護
者など、個人の選択の影響を排除した。
2019 年の失業率は、本報告書の対象
41 カ国全体の平均で 6%、最も低い
日本で 2% 強、最も高いギリシャで約
18% だった。多くの国で 2008 年の
リーマンショック前の失業率まで改善
しているか、より低下している。ただ
し、例外もあり、ギリシャやスペイン
をはじめとする一部の国ではリーマン
ショック以前の水準に戻らず、高止ま

りしている（図 34 参照）。

所得
ここでは、各国の経済状況を示す尺度
として 1 人当たり国民総所得（GNI）
を採用した。GNI は、何が生産され
るかを評価せず、経済成長の長期的コ
ストや利益も考慮していないことか
ら、完璧な尺度とは言えないが 51、そ
の国における財とサービスの生産量を
測る最も一般的な尺度のひとつとなっ
ている。これまで GNI を増やし続け
た結果、モノが溢れ、基礎的な生理学
的ニーズが満たされるとともに、分業
が進み、現代の余暇という現象ももた
らした。高い GNI が現在の質の高い

注：国際労働機関（ILO）の推定に基づく失業率。労働力人口（15～ 64歳）のうち、働く意思があって積極的に求職活動を行っている者、すなわち職についてい
ないが就職可能で求職中の者の割合。
出典：WorldDevelopmentIndicators2019.
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失業率がリーマンショック前の水準以下に改善していない国も
図 34：2007 と 2019 年の失業率
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医療、教育、社会保障を支えているの
である。また、余暇時間を増加させる
ような労働条件と共存する傾向も見ら
れる 52。

国民所得と格差の関係
格差の少ない社会の方が平均寿命が長
く、暴力や精神疾患、子どものいじめ
や 10 代の妊娠といった社会的な問題
が少ない傾向にある 53。不平等な社会
では、不利な立場におかれた人々がそ
の潜在的能力を十分に発揮することは
より難しい。所得格差は、信頼の欠如

と相関関係にある。所得格差は、意味
のある政治的参加と民主主義の前提で
ある社会的結束と国民の間の共感が低
下することにもつながる 54。

政策に関する分析は子どものいる世帯
に焦点をあてているが、ここでは、社
会全体における所得分配の指標として
ジニ係数を用いた。ジニ係数（0 から
1 までの値）は値が高いほど格差が大
きいことを意味する。

平等性を議論の中心に据えることは、

経済的繁栄を軽んじることで困窮にお
ける平等につながるとの懸念も生む。
しかし、図 35 に示すように、格差と
所得の間には明確なトレードオフの関
係は存在しない。所得が低い国の一部
は格差が大きく、所得が高い国の大半
では格差は小さい。米国だけは所得が
非常に高く、格差が非常に大きい状況
にあるが、これは一般的ではなく、例
外と見るべきである。

注：国民総所得（GNI）は、国際ドル建ての購買力平価による1人当たりGNI（キプロスは2017年、その他は2018年）。所得格差は、2017年または入手可
能な最新年（オーストラリア、オーストリア、ベルギー、チェコ、デンマーク、エストニア、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、
ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、メキシコ、オランダ、ポーランド、ポルトガル、スロバキア、スロベニア、スペインは2016年、クロアチア、キプロス、
アイスランド、日本、マルタ、スイス、トルコは2015年、ブルガリア、ニュージーランドは2014年）の所得ジニ係数で測定。オレンジのラインは、対象国全
体の平均。
出典：DataonGNIforallcountriesandontheGinicoefficientforBulgaria,Croatia,Cyprus,MaltaandRomaniafrom:WorldBank.Data
ontheGinicoefficientforallremainingcountriesfrom:OrganisationforEconomicCo-operationandDevelopment.
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コラム 6　乳児死亡率は所得よりも格差との
関連が大きい

生後 1 年間の生存は乳児死亡率を用いて測定される。その後
の子ども時代は子どもの死亡率が用いられる。この 2 つの指
標には別の要因が関わっており、公共政策の影響も異なる。
乳児死亡率には保健システム、特に産前産後ケアの質が反映
される。一方、先進国の子どもの死亡率は、死因の多くが事
故や自殺であることから、むしろ安全性とメンタルヘルスの
状態を示すものと言える。

本報告書の対象国すべてにおいて、乳児死亡率の体系的な低
下に関して目覚ましい進展が見られた。50 年前の平均死亡率
は出生 1,000 人あたり 25 人だったが、1978 年には 16 人、
1988 年には 13 人、1998 年には 8 人、2008 年には 5 人、
2018 年には 3.8 人と減少の一途を辿っている 55。現在、先
進国間の差は比較的小さくなっており、その差は基本的な公
衆衛生の水準というよりも、最も取り残されている家庭の乳
児を含め、生後数日から数週間のすべての乳児に支援を届け
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図 36：出生 1,000 人当たりの乳児死亡率と国民所得および所得格差の関係

注：2018年の出生1,000人当たりの乳児死亡率。所得および格差については図35下の注を参照。logGNI（R=-0.57）でも結果は有効。
出典：Infantmortalityrates:WorldDevelopmentIndicators2018.Dataonincomeandinequality:seeFigure35.
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る取り組みにおける差を示している。
先進国においては、乳児死亡率は国民所得よりも所得格差と
より密接に関係している（図 36 参照）。おそらく、乳児死亡
率は平均寿命に関する研究で示されたものと同じ曲線を描く
ものと考えられる。すなわち、経済成長の初期段階では経済
成長に伴う大幅な改善が見られるが、その効果は国が豊かに
なるにつれ次第に薄れていき、最終的には成長よりも格差是
正の方が改善に繋がる可能性が高くなる。

子どもの死亡率に関しては若干異なる傾向が認められる。子
どもの死亡率では、国民所得も格差と同等に重要な要因とな
る（図 37 参照）。子どもの死亡率は、デンマーク、フィンラ
ンド、ノルウェーなど、所得が高く、格差の少ない国で最も
低くなっている。なお、ルクセンブルクは例外で、所得が高く、
子どもの死亡率が低いが、所得格差は上位 3 カ国よりも大き
い。
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図 37：子どもの死亡率と国民総所得および所得格差

注：2018年の 1,000 人当たりの 5～ 14歳の子どもの死亡率（死因は問わない）。所得および格差については図35下の注を参照。log
GNI（R=-0.77）でも結果は有効。
出 典：Childmortalityrates:UnitedNationsInter-agencyGroupforChildMortalityEstimation2018.Dataon income
andinequality:seeFigure35.
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社会的状況
各国の全般的な社会状況については、
社会的支援と暴力の 2 つの指標を用
いて分析した。社会的支援（困ったと
きに頼れる人がいるかどうか）は、コ
ミュニティのポジティブな側面を測定
する指標である。一方、暴力は社会基
盤のほころびを測定する指標である。
高所得国では犯罪被害に遭う確率自体
は少ないものの、その可能性には、子
どもを含む多くの人々が影響を受けて
いる。例えば、英国では 41% の若者
が犯罪について懸念している。環境と
犯罪は、社会の課題の中で若者が最も

懸念する 2 大課題と言える（コラム 7
参照）56。

社会的支援
社会的支援に関する代理指標として
は、困ったときに頼れる人がいると感
じている人の割合を採用した。41 カ
国全体の平均では、91% のおとなが

「困ったときに頼れる人がいる」と回
答している。ただし、その割合は最も
低いギリシャで 78%、最も高いアイ
スランドで 98% と国により開きがあ
る（図 38 参照）。

暴力
国レベルの殺人による死亡率は、最も
極端な形の暴力のリスクを示してお
り、これを社会的結束を示す代理指標
として用いることで、定義や法律、デー
タの入手可能性に起因する国際比較の
偏りを抑えることができる。2017 年
の殺人による死亡率は、調査対象国全
体の平均で 10 万人当たり 2 人、最も
少ない日本で 10 万人当たり 0.2 人、
最も多い米国とメキシコでそれぞれ
5.3 人と 24.8 人だった。一部の国で
増加したにもかかわらず、平均として
は 2010 年の 10 万人当たり 2.2 人よ

注：調査の偏りを最小限にするため、2016年から2018年と2010年から2012年の平均を算出した。
出典：WorldHappinessReportbasedontheGallupWorldPoll.
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注：棒グラフは2017年または入手可能な最新年（オーストリア、イタリアは2016年、イスラエル、マルタは2015年、トルコは2012年）のデータ。
出典：worldBank,2017.
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殺人による死亡率は24カ国において低下しているが、メキシコと米国は高水準で増加傾向にある
図 39：2010 年および 2017 年の殺人による死亡率（人口 10 万人当たり）

り改善している。

環境状況
自然環境は人間の生活を支える根本的
なシステムであり、人の健康や余暇の
追求、社会関係にも影響を与える。環
境的に持続可能でない活動は子どもた
ちの現在と将来の幸福度を低下させる
ものとなる。世界保健機構（WHO）
によれば、大気汚染にさらされる結果、
世界全体で年間 420 万人が死亡して
いると推定されており 57、有毒な大気
の影響による死亡数は喫煙によるもの
を上回っている 58。

また、安全でない水に起因する若年死
亡（特定人口の平均寿命よりも早く死
亡すること）は年間 150 万人に上る
と推定されている 59。

大気質
大気汚染は誰にとっても有害だが、最
も影響を受けるのは子どもたちであ
る。その影響は生まれる前から始まっ
ており、妊婦が吸った有害な空気に
よって胎児の細胞の老化が加速する危
険性も指摘されている。子どもは、肺
が小さく、免疫システムも未熟なこと
から、おとなよりも大気汚染の影響を

受けやすい。

また、子どもは身長が低く、汚染物質
がたまりやすい地面にも近い 60。大気
汚染への曝露が多いと、喘息などの長
期的な健康問題に繋がる可能性も高く
なる。ある研究では、肺がほぼ成熟す
る 18 歳になるまでに対策を取れば、
こうした健康被害の一部を改善できる
ことが示されている 61。

汚染粒子が微小になるほど、肺から血
管へと侵入しやすくなり、さらにダ
メージを引き起こす可能性が高くな
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る。そのため、環境状況の指標につい
ては、微小粒子状物質（PM2.5）の
年間平均濃度を用いることとした。大
気中の PM2.5 濃度は、対象先進国
41 カ国全体の平均で 13.7µg/m3、最
も低いフィンランドで 5.9µg/m3、最
も高いトルコで 44.3µg/m3 であった。

水質
水質汚染は食品衛生と健康に悪影響を
及ぼす。また、ボトル入りの水を使用
する場合は経済的にも時間的にも負担
となる上、プラスチック廃棄物の増加
にも繋がる恐れがある。ここでは、安

全に管理された水が利用できる世帯の
割合と住んでいる地域の水質に満足し
ている人の割合という 2 つの視点か
ら水質の検討を行った。安全に管理さ
れた水とは、汚染されておらず、必要
な時に使用でき、自宅にある保護され
た水源から得られる水をいう 62。これ
は、歴史的に比類のない豊かさを享受
している本報告書の対象国であれば、
当然達成できるはずの最低基準であ
る。実際、ギリシャ、アイスランド、
マルタ、ニュージーランド、オランダ、
英国の 6 カ国では、安全に管理され
た水を利用できる人の割合は 99.9%

以上に上っている（図 41 参照）。

一方、反対の極にあるメキシコでは、
大多数の人がこの基本的な基準を満た
す水にアクセスできていない。41 カ
国中 11 カ国で、5% 以上の世帯が安
全に管理されている水を利用できてい
ない。「住んでいる地域の水質に満足
しているか」という質問では、対象国
全体で 84% の人が「はい」と回答し
ている。満足している人の割合は、最
も低いトルコで 65%、最も高いアイ
スランドで 99% だった。

注：人口調整済みPM2.5 曝露濃度。
出典 :Source:WorldDevelopmentIndicators2017;Brauer,Michael,etal.,2017,fortheGlobalBurdenofDiseaseStudy2017,‘PM2.5
AirPollution,MeanAnnualExposure(MicrogramsPerCubicMeter)’,WorldBankData,<https://data.worldbank.org/indicator/EN.ATM.
PM25.MC.M3>,accessed25February2020;Brauer,Michael,etal.,‘AmbientAirPollutionExposureEstimationfortheGlobalBurdenof
Disease2013’,EnvironmentalScienceandTechnology,vol.50,no.1,2016,pp.79–88.
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注：安全に管理された水が利用できる人の割合（2017年、オーストラリアは2016年）が高い順のランキング。トルコは水の安全性に関するデータが入手できな
かった。水質満足度に関するデータは、「住んでいる都市または地域の水質に満足しているか」という質問に対し、「満足している」と答えた15歳以上の人の割合。
ブルガリア、クロアチア、キプロス、マルタ、ルーマニアは水質満足度に関するデータが入手できなかった。
出典 :Dataonsafelymanagedwater:WHO/UNICEFJointMonitoringProgrammeforWaterSupply,SanitationandHygiene(JMP),2017
data,<https://washdata.org>,accessed25February2020.Dataonwatersatisfaction:OrganisationforEconomicCo-operationand
Development(OECD)BetterLifeIndexbasedonthree-yearaveragefromtheGallupWorldPoll2014–2016.

水質に満足している人の割合（2016年）
水質に満足している人の割合（2010年）

安全に管理された水が利用できる人の割合（2017年）
安全に管理された水が利用できる人の割合（2010年）
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ほとんどの先進国において、10人に1人以上が住んでいる地域の水質に満足していない
図 41：安全に管理された水が利用できる人の割合（2017 年）と住んでいる地域の水質に満足している人の割合
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コラム 7　環境と若者の幸福度

環境問題を口にする子どもが増えていることは驚くに値し
ない。子どもたちは気候危機の中で育ってきた。そして一
生を通して、この問題に対処していかなければならない。
それにも関わらず、環境問題の議論では最近まで子どもた
ちの声はほとんど無視されてきた。今、若者たちは自分た
ちの考えに注目するよう、世界に向けて声高に主張してい
る。スウェーデンの気候活動家、グレタ・トゥーンベリさ
んのように個人で活動する者もいれば、ユース・フォー・
クライメートのように集団のイニシアティブに参加する者
もいる。この国際的な学生運動では 2019 年 3 月、125 カ
国で気候ストライキが行われ、100 万人以上の若者が参加
した 63。「私たちは声なき未来の世代です」とストライキの
主催者は言う 64。

子どもたちが将来についてどう考えるかは、現在の幸福度
にも影響を及ぼす。例えば、環境問題を懸念している子ど
もは生活満足度が低い傾向にある 65。子どもたちが気候変

動についてどう思っているかを分析する研究は始まったば
かりで、代表性の高いデータがある国は限られているが、
英国の若者は、経済や自国の EU 離脱、デジタルセキュリ
ティやホームレス問題よりも環境問題を懸念しており、唯
一、犯罪だけが同等の関心を集めている。また、女子の方
が男子よりも環境問題を懸念する傾向も見られる（図 42
参照）。

オーストラリアでは、若者の 59% が気候変動を自分たち
の安全にとっての脅威であると考えている（そうは思わな
いと回答した割合は 14% のみ）。また、環境問題の中では
気候変動とプラスチック廃棄物汚染が最も関心を集めてい
る（図 43 参照）。90% 近くが再生可能エネルギーへの移
行を希望しており、「化石燃料の継続利用」を望む声はたっ
た 3% だった。オーストラリアでは若者の 4 人に 3 人が政
府による環境対策を望んでいる 66。

80

環境問題を懸念する若者の割合
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オーストラリアの若者が最も懸念する環境問題は気候変動
図 43：オーストラリアの若者の環境問題意識

注：オーストラリアを代表するサンプルとして抽出された、14～ 17歳の若者1,007人のアンケート調査結果。
出典：UnitedNationsChildren'sFundAustralia,2019.
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図 42：英国の女子と男子の環境問題に対する考え方

注：英国の10～ 17歳の子どものアンケート調査結果。年齢、性別による均等加重平均。
出典：Source:TheChildren'sSociety,TheGoodChildhoodReport2019,TheChildren'sSociety,London,2019.
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注：濃い青色の背景は上位３分の１、中間の青色は中位３分の１、薄い水色は下位３分の１であることを示す。順位は次の方法で算出された。（1）各指標の zスコ
アを計算（高いスコアがよい結果を示すように調整）、（2）分野ごとに2つの指標の zスコアを平均、（3）平均の zスコアを計算、（4）総合順位は、各分野の「平
均の zスコア」（3）を平均して算出。

図 44　子どもの幸福度のための条件（政策と状況）総合順位表

総合順位 国
政策  状況  

社会 教育 保健 経済 社会 環境

1 ノルウェー 6 9 8 1 2 7

2 アイスランド 10 19 1 6 1 4

3 フィンランド 5 12 5 22 3 2

4 ドイツ 9 6 19 7 25 16

5 デンマーク 12 16 12 9 4 17

6 スウェーデン 18 17 2 15 22 3

7 ルクセンブルク 23 1 24 2 15 11

8 アイルランド 26 14 10 5 6 9

9 オランダ 21 3 23 8 10 15

10 スロベニア 3 11 15 25 11 26

11 スイス 30 8 26 3 8 22

12 エストニア 1 33 11 27 18 14

13 ポーランド 8 5 13 23 26 33

14 オーストリア 13 13 33 10 21 20

15 リトアニア 15 2 9 30 30 30

16 ラトビア 11 4 4 36 31 25

17 日本 7 23 34 11 29 18

18 オーストラリア 28 32 18 13 7 8

19 チェコ 4 22 36 14 13 28

20 ニュージーランド 37 20 22 21 5 1

21 マルタ 32 15 21 20 12 23

22 ポルトガル 22 7 27 29 27 13

23 カナダ 27 25 29 19 23 5

24 ベルギー 29 10 32 17 20 19

25 韓国 17 21 6 16 38 38

26 ハンガリー 2 34 17 24 32 36

27 英国 35 24 30 12 9 10

28 スロバキア 16 38 14 31 19 29

29 米国 41 30 28 4 33 6

30 クロアチア 20 27 7 37 36 37

31 イスラエル 39 26 20 18 28 34

32 フランス 25 18 39 28 24 21

33 スペイン 36 31 25 40 17 12

34 イタリア 34 35 31 33 16 31

35 ブルガリア 19 39 37 34 14 32

36 チリ 33 37 16 38 34 35

37 キプロス 24 28 38 35 37 27

38 ルーマニア 14 40 40 26 39 39

39 ギリシャ 31 29 41 41 40 24

40 メキシコ 38 36 3 32 41 40

41 トルコ 40 41 35 39 35 41
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幸福度の条件の総合順位表
本章の最後に、子どもの幸福度を支え
る国の条件に関する総合順位表を取り
まとめた（図 44 参照）。これらの条
件は、今回の分析モデルの外側 2 層
に該当する（表 1 参照）。

1.	政策： 子どもの生活に影響を及ぼ
す社会・教育・保健サービスおよ
び関連プログラム

2.	状況： 国全体の経済・社会・環境
状況

41 カ国すべてを政策および状況のそ
れぞれの要素に基づいてランク付け
し、総合順位もつけた。

その結果、子どもの幸福度の条件の総
合順位第 1 位はノルウェー、第 2 位
はアイスランド、第 3 位はフィンラ
ンドとなった。最下位はトルコ、次に
メキシコ、ギリシャが続いた。6 つの
分野ごとに見た場合、各国の順位には
ばらつきがあり、6 つの分野すべてに
おいて上位 3 分の 1 に入ったのはノ
ルウェーのみ、すべて下位 3 分の 1
に入ったのはトルコのみだった。いず
れにしても、子どもの幸福度の条件に
関しては、41 カ国すべてに大いに改
善の余地が認められた。

6 つの分野の順位のばらつきが非常に

大きな国もある。例えば、オーストラ
リアは、子どもの幸福度を支える条件
のうち、状況（経済・社会・環境状況）
に関してはすべて上位 3 分の 1 に入っ
ているが、保健政策では中位 3 分の 1、
社会・教育政策では下位 3 分の 1 に
入る結果となっている。対照的に、リ
トアニアは政策についてはいずれも上
位または中位 3 分の 1 に入っている
が、状況に関してはすべて下位 3 分
の 1 に入っている。ニュージーラン
ドは、大気も水もきれいで、環境面で
は第 1 位となったが、総合順位では
子どもの貧困率が高く、育児休暇が短
いことが響いた。

条件と結果の繋がり
今回の分析枠組みで確かめたかったこ
との１つは、国家の政策と「状況」（こ
こでは合わせて「子どもの幸福度の条
件」と呼んでいる）が子どもの幸福度
の結果にどの程度影響するのかであっ
た。条件が改善されてから結果が改善
されるまでの時間差など、今回計測し
ていないさまざまな要因も幸福度の結
果に影響を与えるため、完全に合致す
ることは想定しないものの、それなり
に強い関連性があることが予測され
た。そして、図 45 は、その予想のと
おりであったことを示している。総じ
て、条件についての 2 つ目の総合順
位表で上位の国は、1 つ目の総合順位

表の幸福度の結果でも上位であった 67。

グラフの各象限は、各国が条件と結果
のそれぞれについて、比較的良かった
か悪かったかを示している。右上の象
限は条件も結果も良い国で、ここには
デンマーク、フィンランド、オランダ、
ノルウェーなどが入っている。これら
の国はすべて、条件に関しても結果に
関してもトップ 10 に入っている。左
下の象限の 6 カ国は、相対的に子ど
もの幸福度に関する条件も悪く、結果
も低い。この象限には国民所得の低い
国が多いが、米国も入っている。また、
条件と結果の関連性が低い国もある。
左上の象限に入っているフランスとス
ペインは、条件に関する順位に比べて
結果に関する順位が高い。一方、右下
の象限に入っているリトアニア、マル
タ、ニュージーランドは、条件につい
ては平均以上だが、それに比べて結果
の順位が低い国々である。このように
条件と結果が対応していない国、特に
結果の順位が条件の順位よりも低い国
については、検討が行われるべきであ
ろう。こうしたパターンの背景には複
雑な理由が潜んでいる可能性が高く、
各国の状況に基づくより詳細な分析が
必要とされる。
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注：条件と結果について、それぞれの指標ごとのｚスコアの平均に基づいて作成したグラフのため、各国の相対位置は図3、図44の順位とは必ずしも一致しない。
出典 :図 3及び図44参照
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子どもの幸福度の結果は子どもの幸福度の条件を反映しているが完全に対応はしていない
図 45：幸福度の結果の順位に対する条件の順位（ｚスコア）
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貧困の拡大

子どもを取り巻く世界は
社会変化の影響を緩和
することもあれば、深刻
化させることもあるプリ
ズムのような働きをする

子どもへの不平等な影響
   身体的健康の悪化
   精神的幸福度の低下
   スキルの喪失結　果
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図 46：新型コロナウイルス感染症による子どもの幸福度への連鎖的影響
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世界で最も豊かな国々は、すべての子
どもが良い子ども時代を過ごせるよう
保障できていない。問題の程度は国に
よって異なるものの、どの国も子ども
時代に精神的健康や身体的健康が阻害
され、学力や社会的スキルを十分に習
得できないケースが多いことに変わり
はない。

「レポートカード 16」は、新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）による
危機が始まった時点で、各国が子ども
の幸福度についてどのように対応して
いたかのベースラインを提示するとと
もに、子どもの幸福度に関する新たな
概念枠組みを導入している。この枠組
み を 用 い て、COVID-19 の 影 響 が、
国の状況から、子どもたちを取り巻く
世界を通して、どのように子どもの幸
福度に連鎖的に及んでいくかを理解す
ることができる（図 46 参照）。

COVID-19 の危機による	
各国の条件への影響
⿎経済：最も保護されている国でも、

国内総生産（GDP）はおそらく下
落するだろう。そのショックは経済
全体に波及し、子どもの幸福度を支
える政策の財源を圧迫するおそれが
ある。

⿎社会：危機の影響は不平等に広がり、
社会基盤への圧迫、信用の低下、緊
張の高まりに繋がる可能性が高い。

⿎環境：ロックダウン（都市封鎖）開
始当初は人為的環境汚染が減少し、
自然環境の負担が一時的に軽減した
が、その効果が継続する可能性は低
い。各国が経済的損失の回復に努め
る段階では環境被害が増加するおそ
れがある。

⿎保健：COVID-19 の危機における
保健サービス需要の大幅な増加は、
特に、もともと保健医療資源が乏し

い国において、他の保健ニーズへの
しわ寄せとなり、制度を弱体化させ
た可能性が高い。

⿎教育：本報告書の対象国のほとんど
が COVID-19 封じ込めを目的とし
た休校措置を実施したが、オンライ
ン授業の成果にはばらつきがある。

⿎社会保障：失業の増加と雇用の不安
定化により、多くの家庭に経済的負
担と精神的負担がのしかかるおそれ
がある。経済が低迷する中、社会保
障の強化はより困難になる可能性が
あるが、ニーズも高まるだろう。

子どもへの影響
⿎身体的健康：子どもたちの身体的健

康は短期的にも長期的にも影響を受
けることになるだろう。短期的には、
保健制度が圧迫されることで、定期
予防接種や慢性疾患の治療が妨げら
れる可能性がある。長期的には、貧
困レベルの増加により、栄養、住環
境、生活環境が悪化して子どもたち
の健康に影響を及ぼす可能性がある。

⿎精神的幸福度：すでにあった子ども
たちの精神的健康の危機が、さらに
深刻化するだろう。ロックダウンの
経験、親しい人との死別、そして経
済的不安に伴う家族関係の緊張が続
くことは、多くの子どもの精神的幸
福度を低下させるおそれがある。子
どもたちは将来に対して心配、不安、
恐れを抱くかもしれない。

⿎スキル：ほとんどの国で子どもたち
は何カ月もの間、教育や友達との交
流の機会を奪われた。これまでの危
機の経験から、多くの子どもたちは
こうした学びの損失を取り戻すこと
ができないことが分かっている。こ
れは、子どもたちの生活にも、子ど
もたちが生きる社会にも長期的な影
響を及ぼすことになる。

格差の拡大
COVID-19 の影響は不平等に及んで
いると考えられる。ロックダウン期間
中、ジェンダーに基づく暴力の増加が
すでに見られている。子どもの世話や
家庭学習といった新たな負担は女性に
偏っている。また、初期の影響も分野
によって不均等に広がっている。給与
がより高いオフィスで働く人々の多く
は在宅勤務に移行し、継続的に収入を
得ているが、政府の支援制度に頼る、
賃金のより低い現場の労働者の多くに
は、そのようなことは起きていない。
最も大きな被害を受けているのは非公
式セクターの労働者で、いかなる資金
援助も利用できない人たちもいる。

子どもたちへの影響もおそらく、格差
の拡大というシナリオをたどるだろ
う。自室が与えられ、インターネット
環境が整備され、保護者に家庭学習を
サポートする時間や能力、自信がある
裕福な家庭の子どもは、物質的・人的
資源がより乏しい家庭の子どもに比べ
て、休校による教育への影響は少ない
だろう。子どもを取り巻く世界は、よ
り大きな世界で起きたことの影響を緩
和することもあれば、深刻化させるこ
ともある。

こ の よ う に、COVID-19 の 危 機 は、
子どもたちの幸福度の維持や促進にお
いて以下の 3 つの課題を国家と政府
に突きつけている。

1. COVID-19 の危機の子どもたち
への影響を最小化する

2. それでもマイナスの影響を受け
る子どもたちに効果的な支援を
提供する

3. これらの対策において格差を認
識し最小化する
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政策
本報告書のエビデンスに基づき、ユニ
セフは高所得諸国に以下の 3 つの行
動を要請する。

子どもの意見を聴く：考え方の転換に
よって子どもの幸福度を高める
すべての子どもが良い子ども時代を過
ごせるようにするためには、「幸福度」
が何を意味し、誰がそれを決めるべき
なのかなどについての、考え方を変え
る必要がある。子どもや若者の幸福度
についての考え方は必ずしもおとなと
同じではない。そのことは、この報告
書で示された、子ども・若者たちが未
来の地球環境を真剣に懸念しているこ
と、質の高い人間関係を重視している
こと、そして個人の自主性に対する考
え方などからも明らかである。保護者
から政治家まで、意思決定を行うあら
ゆるレベルのおとなたちは、政策や方
針、資源配分を決定する際に、子ども
たち、若者たちの考えに積極的に耳を
傾け、これを考慮に入れる必要がある。
政府は子どもたちの意見を体系的に吸
い上げる機会を強化すべきである。そ
のための手段として、子どもが参加で
きる公共政策に関する協議、すべての
子どもが自分の権利を知るようにする
こと、学校、地域、国家レベルで子ど
もの意見を考慮する新たな方法を生み
出すことなどが考えられる。子どもの
社会参加は、何が最も重要なのかにつ
いて、世代間のコンセンサスを形成す
るために必要不可欠である。

政策を連携させる：統合的アプローチ
によって子どもの幸福度を改善する
子どもの幸福度に関する統合的アプ
ローチとは、子どもの幸福度の結果と
条件の間の繋がりやトレードオフの関
係を認識し、公共政策を適切に調整す
ることを意味する。本報告書は、子ど
もの世界のさまざまなレベルの条件
が、いかに相互に作用して子どもの幸
福度に影響しているかを示した。その
例として雇用制度が挙げられる。子ど
もの個人的な幸せは家族関係と関係し
ているが、長時間働く保護者は仕事と
家庭のバランスに苦労している。雇用
政策が子どもの幸福度に関連している
ことは、高所得国の何百万の家族に
よって証明されている。子どもの幸福
度に関する取り組みを効果的かつ効率
的に実施するには、あるレベルの政策
的措置が他のレベルにどのように影響
するかを考慮した統合的なアプローチ
が必要となる。政府は通常、法や政策
の経済的影響を評価しているが、子ど
もの幸福度に対する影響も同様に評価
するよう制度化を検討すべきである 68。

強固な土台を構築する：将来を見据え
子どもの幸福度の改善を維持する
政府は、子どもの幸福度の改善が維持
できるよう、将来に向けて計画を作成
し、準備しなければならない。これは、
子どもにとっても社会全体にとっても
強固な土台を作る政策の選択を意味す
る。持続可能な開発目標は、世界の子
どもの幸福度の改善を強化し加速する
ための優れた基礎となる。本報告書の

エビデンスは、その目標を達成するた
めには、以下を含めたさまざまな取り
組みが不可欠であることを示している。

1. 所得格差と貧困を是正する確固
たる措置を新たに実施し、すべ
ての子どもたちが必要な資源に
アクセスできるようにすること

2. すべての子どもが安価かつ質の
高い保育にアクセスできるよう
に改善すること

3. 子どもや若者のためのメンタル
ヘルスサービスを改善すること

4. 職場に関する家族にやさしい政
策を実施し拡大すること

5. 自然環境を守るさまざまな取り
組みの中で、依然として高いレ
ベルにある大気汚染を低減させ
ること

6. 近年多くの国で見られるはしか
予防接種率の低下傾向を上昇に
転じさせるなど、予防可能な病
気から子どもたちを守る取り組
みを強化すること

これらは、子どもたちの現在および将
来の生活を改善するために、すべての
政府が取ることのできる対策である。
すべての子どもは、良い子ども時代を
過ごす権利がある。
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国名コード

レポートカード 16 で取り扱った国の 
国名コード（ISO）

AT  オーストリア（Austria）
AU  オーストラリア（Australia）
BE  ベルギー（Belgium）
BG  ブルガリア（Bulgaria）
CA  カナダ（Canada）
CH  スイス（Switzerland）
CL  チリ（Chile）
CY  キプロス（Cyprus）
CZ  チェコ（Czech Republic）
DE  ドイツ（Germany）
DK  デンマーク（Denmark）
EE  エストニア（Estonia）
ES  スペイン（Spain）
FI  フィンランド（Finland）
FR  フランス（France）
GB   英国（United Kingdom of Great 

 Britain and Northern Ireland）
GR  ギリシャ（Greece）
HR  クロアチア（Croatia）
HU  ハンガリー（Hungary）
IE  アイルランド（Ireland）
IL  イスラエル（Israel）
IS  アイスランド（Iceland）
IT  イタリア（Italy）
JP  日本（Japan）
KR  韓国（Republic of Korea）
LT  リトアニア（Lithuania）
LU  ルクセンブルク（Luxembourg）
LV  ラトビア（Latvia）
MT  マルタ（Malta）
MX  メキシコ（Mexico）
NL  オランダ（Netherlands）
NO  ノルウェー（Norway）
NZ  ニュージーランド（New Zealand）
PL  ポーランド（Poland）
PT  ポルトガル（Portugal）
RO  ルーマニア（Romania）
SE  スウェーデン（Sweden）
SI  スロベニア（Slovenia）
SK  スロバキア（Slovakia）
TR  トルコ（Turkey）
US  米国（United States）

略称

BMI   Body mass index
DPT   Diphtheria-pertussis-tetanus
EQLS   European Quality of Life Survey
EU   European Union
Eurostat   Eurostat Statistical Office of the European Union
EU-SILC   EU Statistics on Income and Living Conditions
GNI   Gross national income
HBSC   Health Behaviour in School-aged Children
HILDA   Household, Income and Labour Dynamics in Australia Survey
NEET   Not in education,employment or training
OECD   Organisation for Economic Co-operation and Development
PISA   Programme for International Student Assessment
PM2.5   Fine particulate matter
SDG   Sustainable Development Goal
UNESCO   United Nations Educational, Scientific and Cultural 
 Organization
UNICEF   United Nations Children’s Fund
WHO   World Health Organization
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